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第７章 騒音・振動の現状と対策 

第１節 騒音・振動の概況 

騒音及び振動に関する公害問題は、これまで住工混在が主たる原因となって引き起こされてきたが、

近年は、住環境の過密化、市民生活の高度化、生活様式の多様化などに伴い、従来の製造業を中心と

する産業型から建設業及びサービス業等を中心とする都市生活型へ移行してきている。 

騒音問題は、発生源別に見ると、工場・事業場、建設作業等の固定発生源と自動車、鉄道、航空機

等の移動発生源がある。また、近年「聞こえない騒音」としての低周波音について関心が高まってい

る。 

振動問題は、発生源別に見ると、工場・事業場、建設作業等の固定発生源と自動車、鉄道等の移動

発生源がある。近年では、住宅地等における建設作業によるものが増加している。 

平成27年度に寄せられた騒音及び振動の苦情件数は、騒音が52件、振動が10件となっており、前年

度と比較すると騒音、振動ともに減少の傾向が見られた。その主な発生源は、工場・事業場、建設作

業等のほか、飲食店等におけるカラオケや移動発生源によるものである。ほかに、ペットの鳴き声や

室内における人の生活行動に伴う音及びエアコンの室外機音等など生活騒音の苦情も見られる。また、

近年は資材置場や駐車場等の開放型事業所及び商店や教育施設等からの人声等の外部騒音による苦情

も見られる。 

第２節 現状 

１ 工場・事業場の騒音・振動 

 (1) 騒音 

平成28年3月末現在、騒音規制法に定める特定施設を設置している工場・事業場（特定事業場）

数は1,187で、このうち川崎区が366（31％）で最も多く、次いで中原区250（21％）、高津区228

（19％）となっており、北西部へ行くに従い少なくなり、麻生区では57（5％）と最も少ない。ま

た、施設数は8,787で、このうち空気圧縮機及び送風機が6,787（77％）で最も多く、次いで金属

加工機械が1,130（13％）となっており、これらの施設で全体の90％を占めている。 

地区別特定事業場数（騒音規制法） 

平成28年3月31日現在

全地区

合 計

川崎区 
幸 区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

大師 田島 川崎 

1,187
366 

139 250 228 85 62 57 
165 57 144 
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特定施設設置届出数（騒音規制法） 

平成28年3月31日現在

地 区 

名 称 
全地区

合 計

川崎区 
幸 区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

大師 田島 川崎 

全施設 8,787
2,601 

1,879 2,029 1,184 409 294 391 
968 214 1,419

金属加工機械 1,130 185 59 92 125 346 208 41 21 53 

空気圧縮機及び送風機 6,787 695 131 1,279 1,644 1,379 778 335 240 306

土石用破砕機等 33 13 5 0 0 1 8 0 2 4

建設用資材製造機械 21 6 0 1 0 2 11 0 1 0

木材加工機械 81 21 3 12 11 14 7 3 2 8 

印刷機械 237 23 4 17 37 97 45 7 7 0

合成樹脂用射出成形機 498 25 12 18 62 190 127 23 21 20

 (2) 振動 

平成28年3月末現在、振動規制法に定める特定施設を設置している工場・事業場（特定事業場）

数は630で、このうち川崎区が193（31％）で最も多く、次いで中原区151（24％）、高津区140（22％）

となっている。また、施設数は2,850で、このうち金属加工機械が1,651で最も多く全体の58％を

占めている。 

地区別特定事業場数（振動規制法）

平成28年3月31日現在   

全地区

合 計

川崎区 
幸 区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

大師 田島 川崎 

630 
193 

70 151 140 25 29 22 
116 37 40 

特定施設設置届出数（振動規制法）

平成28年3月31日現在

地 区 

名 称 

全地区

合 計

川崎区 
幸 区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

大師 田島 川崎

全施設 2,850
725 

364 795 669 95 109 93 
409 115 201 

金属加工機械 1,651 219 72 82 218 527 382 51 61 38

圧縮機 745 153 20 107 98 119 154 30 33 31

土石用破砕機等 26 9 5 0 0 1 7 0 0 4

木材加工機械 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

印刷機械 117 14 6 3 9 49 30 5 1 0

ゴム練用又は合成  

樹脂練用ロール機 
1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

合成樹脂用 

射出成形機 
310 14 12 9 39 98 96 9 13 20
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２ 建設作業に伴う騒音・振動 

建設作業には、建物の建設・解体工事、土木工事や開発工事などがある。これらの工事に伴う建

設作業のうち、著しい騒音や振動を発生する作業を「騒音規制法」及び「振動規制法」で「特定建

設作業」として定めており、規制の対象となっている。 

これらの代表的なものとしては、くい打機やさく岩機を使用する作業があり、前者については、

アースオーガー併用やアースドリル等の低騒音・低振動工法が開発され主流となっているが、後者

については、一部の作業に低騒音・低振動の工法が適用されているものの、作業の対象物や作業期

間の制約からこれら工法が使用できない場合があり、周辺の生活環境に影響を及ぼすケースが生じ

ている。 

 (1) 騒音 

平成27年度の特定建設作業の届出は431件で、作業の種類別に見ると、さく岩機を使用する作業

が403件と最も多かった。次いで空気圧縮機を使用する作業が13件となっている。 

特定建設作業届出件数（騒音規制法） 

地  区

作 業  

全地区

合 計
川崎区 幸 区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

全 作 業 合 計 431 120 39 97 58 50 37 30

くい打機等を使用する作業 11 7 0 2 0 1 1 0

びょう打機等を使用する作業 1 1 0 0 0 0 0 0

さく岩機を使用する作業 403 110 38 94 57 44 31 29

空気圧縮機を使用する作業 13 1 1 0 1 5 4 1

コンクリートプラントを設けて行う作業 0 0 0 0 0 0 0 0

バックホウを使用する作業 2 1 0 1 0 0 0 0

トラクターショベルを使用する作業 0 0 0 0 0 0 0 0

ブルドーザーを使用する作業 1 0 0 0 0 0 1 0

(2) 振動 

平成27年度の特定建設作業の届出は247件で、作業の種類別に見ると、ブレーカーを使用する作

業が234件と最も多かった。次いでくい打機等を使用する作業が11件となっている。 

特定建設作業届出件数（振動規制法） 

地  区 

作 業  

全地区

合 計
川崎区 幸 区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

全 作 業 合 計 247 71 20 62 30 24 19 21

くい打機等を使用する作業 11 7 0 2 0 1 1 0

鋼球を使用して破壊する作業 0 0 0 0 0 0 0 0

舗装版破砕機を使用する作業 2 0 0 0 2 0 0 0

ブレーカーを使用する作業 234 64 20 60 28 23 18 21 
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３ 自動車騒音・振動 

騒音規制法第18条に自動車騒音の状況の常時監視の事務が規定され（平成12年4月1日施行）、常時

監視の事務に関する処理基準が示された。この中で、地域の評価を従来の「その地域を代表すると

思われる」測定点による騒音レベルから、基準値を超える騒音に暴露される住居等の戸数やその割

合を把握する、いわゆる「面的」な方法に変更された。その後、平成17年に常時監視の事務に関す

る処理基準（事務処理基準）が改正され、市では事務処理基準に基づき、平成18年度から評価対象

となる幹線道路を一定区間ごとに区切って評価区間を設定し、5年間に分けて計画的に市全域で自動

車騒音における環境基準の達成状況の評価をしている。さらに、平成23年に事務処理基準が改正さ

れている。 

自動車騒音の限度（要請限度）については、「騒音規制法第17条第1項の規定に基づく指定地域内

における自動車騒音の限度を定める総理府令」（平成12年4月1日施行）により、評価方法が騒音レベ

ルの中央値（LA50）から等価騒音レベル（LAeq）に改められた。 

平成27年度の自動車交通騒音・振動の実態調査は、騒音が12路線の24地点（道路端14地点と背後

地（道路端から、およそ50 m の範囲）10地点）、振動は4路線の道路端4地点で実施した。また、評

価区域内の住居における自動車騒音環境基準の適合状況の把握を12路線14評価区間にて実施した。 

 (1) 騒音 

ア 環境基準 

「各測定地点における騒音に係る環境基準」の適合状況は、背後地を含めた24地点において、

全ての時間帯で適合していたのは16地点であり、5地点では全ての時間帯で超過していた。ま

た、川崎市全域（全78評価区間）における面的評価は過去5か年度分の調査結果を基に行って

おり、平成27年度（過去5か年度分）の結果を踏まえた環境基準の達成状況は85.3％（対象地

域内の全住居数140,341戸のうち適合住居数119,657戸）であった。 

イ 要請限度 

「自動車騒音に係る要請限度」の状況は、4路線の4地点において、全ての時間帯で限度内が

3地点、全ての時間帯で限度を超過している地点が1地点あった。 

調査対象地点図 
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自動車騒音に係る環境基準適合状況 

（単位：デシベル） 

地

点

番

号

道路名称 住所 
道路端の 

用途地域 

測定結果 環境基準値 

道路端 背後地 道路端 背後地 

昼間 夜間
距離

（m）
昼間 夜間 昼間 夜間 昼間 夜間

1
東京大師横浜線 

（産業道路） 
川崎区小田7丁目2付近 

近隣商業 

地域 
67 64 49.7 66 62 

70 

以下

65 

以下

65 

以下

60 

以下

2
扇町川崎停車場線

（新川通り） 
川崎区浜町1丁目10付近 商業地域 69 63 33.4 59 50 

65 

以下

60 

以下

3 子母口綱島線 高津区子母口783付近 
第一種 

住居地域 
61 55 28.8 56 52 

65 

以下

60 

以下

4
大田神奈川線 

（ガス橋通り） 
幸区南加瀬4丁目22付近 準住居地域 67 63 26.1 58 54 

65 

以下

60 

以下

5 上麻生蓮光寺線 麻生区片平8丁目9付近 
第一種 

住居地域 
65 60 38.2 50 42 

60 

以下

55 

以下

6 上麻生蓮光寺線 麻生区黒川627付近 
近隣商業 

地域 
67 63 24.2 55 52 

65 

以下

60 

以下

7
川崎町田線 

（西口通り） 
幸区中幸町4丁目45付近 商業地域 64 61 38.2 55 50 

65 

以下

60 

以下

8
幸7号線 

（市電通り） 
幸区南幸町2丁目72付近 商業地域 71 67 28.1 63 51 

60 

以下

55 

以下

9 宮内新横浜線 
中原区下小田中 

5丁目7付近 
準住居地域 67 61 27.8 54 45 

65 

以下

60 

以下

10 殿町夜光線 川崎区田町3丁目11付近 工業地域 70 66 40.3 58 54 
65 

以下

60 

以下

11 東京大師横浜線 
池上新田公園前 

（川崎区池上町3） 
工業地域 69 66 

12 一般国道1号 
幸消防署第2分団 

（幸区戸手2－2） 

近隣商業 

地域 
71 68 

13 一般国道246号 
高津区道路公園センター

（高津区溝口5－15－7）
準工業地域 78 78 

14 野川菅生線 
宮前平駅前測定所 

（宮前区土橋2－1－1） 

近隣商業 

地域 
73 70 
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自動車騒音に係る環境基準適合戸数（平成27年度面的評価結果分） 

道路名称 
評価区間の 

始点の住所 

評価区間の 

終点の住所 

評価対象

住居等 

戸数 

昼間・夜間

とも基準

値以下 

昼間のみ

基準値 

以下 

夜間のみ

基準値 

以下 

昼間・夜間

とも 

基準値 

超過 

（戸） （戸） （戸） （戸） （戸） 

東京大師横浜線 

（産業道路） 

川崎区 

四谷上町24-14 

川崎区浅田 

4丁目14-10 
1,755 1,597 71 0 87 

丸子中山茅ヶ崎線

（中原街道） 

中原区 

丸子通1丁目665 

高津区 

千年638-3 
5,294 5,294 0 0 0 

扇町川崎停車場線

（新川通り） 

川崎区 

貝塚1丁目1-3 

川崎区浜町 

4丁目2-13 
4,570 4,570 0 0 0 

子母口綱島線 
高津区 

子母口232 

高津区 

蟹ヶ谷3-14 
982 982 0 0 0 

大田神奈川線 

（ガス橋通り） 

幸区 

南加瀬4丁目12-1 

幸区南加瀬 

5丁目33-3 
993 990 0 0 3 

上麻生蓮光寺線 
麻生区 

片平3丁目3 

麻生区 

南黒川2-4 
1,479 1,479 0 0 0 

上麻生蓮光寺線 
麻生区 

黒川603-1 

麻生区 

はるひ野5丁目28 
552 552 0 0 0 

川崎町田線 

（西口通り） 

幸区 

大宮町1310 

幸区 

柳町2-2 
985 985 0 0 0 

南幸町渡田線 

（市電通り） 

川崎区 

鋼管通3丁目4-4 

川崎区 

元木2丁目1-8 
1,770 1,770 0 0 0 

幸7号線 

（市電通り） 

幸区南幸町 

2丁目56-1 

幸区 

南幸町1丁目53 
896 851 18 0 27 

皐橋水江町線 
川崎区 

池上新町2丁目16-1

川崎区 

境町9-15 
3,193 3,065 0 0 128 

宮内新横浜線 
中原区 

宮内2丁目23-9 

中原区 

下新城1丁目11-17
1,578 1,404 0 0 174 

宮内新横浜線 
中原区 

下新城2丁目3-19 

高津区 

子母口339 
620 620 0 0 0 

殿町夜光線 
川崎区 

小島町2-5 

川崎区 

夜光1丁目5-1 
125 125 0 0 0 
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市内全域の自動車騒音に係る環境基準適合状況の推移 

  単位 H22※１ H23 H24 H25 H26 H27 

道路の総延長 km 149.8 

区間数 区間 78 

住居等戸数※２ 戸 134,436 133,616 136,775 139,235 139,965 140,341

達成戸数 戸 110,993 112,652 115,463 119,902 118,850 119,657

環境基準の 

達成状況 
％ 82.6 84.3 84.4 86.1 84.9 85.3 

※1 面的評価は平成18年度から実施しており、5年で一巡するよう計画している。平成22年度は、平成18年度から平

成22年度までの5か年度分の結果を基に評価しており、平成23年度以降についても過去5か年度分の調査結果を

基に算出している。 

※2 面的評価は、評価対象の道路端から50 mの範囲内の住居等を対象としている。 

自動車騒音に係る要請限度の適合状況 

（単位：デシベル）  

地点

番号
道路名称 測定場所 

道路端の

用途地域

測定結果 要請限度値 

昼間 夜間 昼間 夜間 

12 東京大師横浜線 
池上新田公園前 

（川崎区池上町3） 
工業地域 69 66 

75 70 

13 一般国道1号 
幸消防署第2分団 

（幸区戸手2-2） 

近隣商業

地域 
71 68 

14 一般国道246号 
高津区道路公園センター 

（高津区溝口5-15-7） 

準工業 

地域 
78 77 

15 野川菅生線 
宮前平駅前測定所 

（宮前区土橋2-1-1） 

近隣商業

地域 
73 70 
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 (2) 振動

「道路交通振動に係る要請限度」の状況は、測定した4路線の4地点において、全ての時間帯で

限度内であった。 

道路交通振動に係る要請限度 

（単位：デシベル）   

地点

番号
道路名称 測定場所 

道路端の

用途地域

測定結果 要請限度値 

昼間 夜間 昼間 夜間 

12 東京大師横浜線 
池上新田公園前 

（川崎区池上町3） 
工業地域 48 46 

70 65 

13 一般国道1号 
幸消防署第2分団 

（幸区戸手2-2） 

近隣商業

地域 
50 44 

14 一般国道246号 
高津区道路公園センター 

（高津区溝口5-15-7） 

準工業 

地域 
52 51 

15 野川菅生線 
宮前平駅前測定所 

（宮前区土橋2-1-1） 

近隣商業

地域 
53 49 

(3) 対策 

自動車騒音は、「環境基本法に基づく環境基準」、「騒音規制法に基づく要請限度」、また、道路

交通振動は、「振動規制法に基づく要請限度」が定められている。本市で行った測定結果について

は、これらの環境保全水準との適合状況を道路対策の資料として関係機関に提示している。また、

道路の不具合が起因となっているものについては、道路管理者に対策を要請している。 

４ 鉄道騒音・振動 

新幹線では、「新幹線鉄道騒音に係る環境基準」、「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動対策（勧

告）」が定められており、在来鉄道については、騒音及び振動に係る環境基準等が定められていない

が、本市内では輸送力増強に伴う在来鉄道の複々線化が実施されている路線があり、周辺環境への

影響に注意している。 

本市では、測定結果を鉄道会社に提示するとともに、必要に応じて騒音及び振動の軽減に向けた

対応を求めている。 

平成27年度の実態調査を4路線の9地点で実施した。その結果、新幹線の騒音は「新幹線鉄道騒音

に係る環境基準」で定められている基準値内であり、振動は「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道

振動対策」で定められている指針値内であった。 
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鉄道騒音・振動測定結果 

（単位：デシベル） 

※1  測定した最大値のうちレベルの大きさが上位半数のものをパワー平均した。

※2  基準値は新幹線騒音のパワー平均値に対する基準である。

※3  測定した最大値のうちレベルの大きさが上位半数のものを算術平均した。

調査対象鉄道図 

測

定

地

点

番

号

鉄道会社

名
路線名 調査場所 用途地域

騒音 振動 

騒音レベル 環境基準 

振動 

レベル 

（※3）

指針

最大騒 

音レベ 

ルパワ 

ー平均 

（※1）

等価 

騒音 

レベル

適

否

基準値

（※2）

適

否

指 

針 

値 

1 東日本 

旅客鉄道 

株式会社 

横須賀

線 

中原区市ノ坪

440付近 

第1種 

住居地域

74 
（12.5 m）

59（昼間）
- - 

56 
（12.5 m）

- - 
53（夜間）

2
68 

（25 m）

53（昼間）
- - 

52 
（25 m）

- - 
47（夜間）

3
京王電鉄 

株式会社 

京王相

模原線

多摩区菅 

3-5付近 

第1種 

住居地域

70 

（12.5 m）

54（昼間）
- - 

50 
（12.5 m）

- - 
50（夜間）

4
69 

（25 m）

52（昼間）
-

48 
（25 m）

- - 
47（夜間）

5
東日本 

旅客鉄道 

株式会社、

日本貨物 

鉄道 

株式会社 

浜川崎

線 

川崎区渡田 

新町3-15 

第2種 

住居地域
78 - - - 57 - - 

6
川崎区小田 

1-32-7 

第2種 

住居地域
83 - - - 61 - - 

7
川崎区小田栄

1-8-11付近 

第2種 

住居地域
82 - - - 59 - - 

8 東日本 

旅客鉄道 

株式会社 

東海道

新幹線

中原区苅宿 

19付近 

第1種 

住居地域

67 
（12.5 m）

- 
○

70 

以下 

54 
（12.5 m）

○
70 

以下9
67 

（25 m）
- 

53 
（25 m）
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５ 航空機騒音

本市の中原区付近はヘリコプター等の飛行経路下であり、麻生区付近は厚木飛行場や調布飛行場

から発着する航空機等の飛行経路下にあることから、地域住民から航空機騒音に関する苦情が寄せ

られている。本市は「航空機騒音に係る環境基準」の対象地域ではないが、航空機騒音の実態を把

握するため、平成18年4月から中原一般環境大気測定局に、平成17年11月から麻生一般環境大気測定

局に航空機騒音観測装置を設置して観測を行っている。 

航空機騒音観測装置 

航空機騒音観測結果 

観測場所 所在地 観測期間 

観測回数

合計 

（回） 

観測回数

日平均 

（回/日）

70～80 

dB（A） 

（回） 

80dB（A）

超過 

（回） 

最大値 

（dB（A））

パワー 

平均値 

（dB（A））

中原一般環境

大気測定局 

屋上 

中原区

小杉町

3－245

平成27年4月1日

から 

平成28年3月31日

まで 

3,841 10.5 701 56 88.8 70.2 

麻生一般環境

大気測定局 

屋上 

麻生区

百合丘

2－10 

6,602 18.0 772 72 98.4 71.0 

計測用 

マイクロホン 
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６ 生活騒音 

近年における騒音問題は、都市域の拡大と過密化、集合住宅の増加、生活水準の高度化等に伴っ

て複雑多様化し、従来の産業型から人の生活活動や深夜営業などに係るいわゆる生活型へと移行し

てきている。この現れとして、都市域ではピアノ、クーラー等に代表される一般家庭から発生する

騒音、いわゆる「生活騒音」が顕在化してきた。 

本市においては、昭和57年頃から苦情が寄せられるようになり、最近は、集合住宅での上下階等

における生活活動に伴う騒音による相談が増えている。 

本市では、条例に基づく「生活騒音対策に関する指針」（平成12年12月1日告示）により、苦情相

談及び助言等を行っている。生活騒音問題は、近隣関係を損ねるおそれがあることから、生活騒音

の未然防止のため、生活騒音防止用のリーフレットを作成･配布して、生活騒音防止の啓発活動を行

っている。 

お互いの心づかいで静かな街に

私たちの身のまわりには、さまざまな音があふれています。なかでも、住宅 

が密集している都会では、一般家庭の日常生活に伴う音響機器や冷暖房機の音、

集合住宅における生活活動に伴う音などにより、日常生活の快適さをそこなう、

いわゆる「生活騒音問題」が多くなっています。 

 生活騒音防止のために、一人ひとりが日頃から身近な音の発生に注意し、 

お互いに迷惑をかけないマナーやモラル、良好な隣人関係を作りましょう。 

生活騒音の防止について 
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７ 低周波音 

低周波音とは、一般におよそ100 Hz以下の可聴周波数を含めた領域の音であり、さらに20 Hz以

下は超低周波音と呼ばれ、音としては知覚されにくいものの、建具等に影響することがあるとされ

ている。低周波音は、近年問題視されていることから、市民からの相談等も増えている。しかし、

その実態の解明は難しく、環境省では「低周波音の測定方法に関するマニュアル」を策定（平成12

年10月）するとともに、各自治体に低周波音レベル計を貸与し、実態の調査を開始している。本市

もこれに併せ、各種事例ごとの調査を行うとともに、市民向けのリーフレットを作成し、低周波音

に関する知識の啓発を行っている。 

また、環境省では、平成16年6月策定の「低周波音問題対応の手引書」において、低周波音問題対

応のための「評価指針」を定め、低周波音苦情を的確に対処するための参照値（その値以上であれ

ば被害の可能性が考えられる値）を物的苦情と心身に係る苦情に分けて示している。 

低周波音による物的苦情に関する参照値 

1/3ｵｸﾀｰﾌﾞﾊﾞﾝﾄﾞ 

中心周波数（Hz）
5 6.3 8 10 12.5 16 20 25 31.5 40 50 

1/3ｵｸﾀｰﾌﾞﾊﾞﾝﾄﾞ 

音圧レベル（dB）
70 71 72 73 75 77 80 83 87 93 99 

低周波音による心身に係る苦情に関する参照値 

1/3ｵｸﾀｰﾌﾞﾊﾞﾝﾄﾞ 

中心周波数（Hz）
10 12.5 16 20 25 31.5 40 50 63 80 

1/3ｵｸﾀｰﾌﾞﾊﾞﾝﾄﾞ 

音圧レベル（dB）
92 88 83 76 70 64 57 52 47 41 

（注）Ｇ特性音圧レベル（LＧ）が92 dB以上の場合は、参照値を超える周波数帯域で問題が生じている可能性が高い。 
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第３節 対策

１ 工場・事業場の騒音・振動 

(1) 法令による規制 

本市では、工場・事業場に対して著しい騒音・振動を発生する施設及び作業について、「騒音規

制法」、「振動規制法」に基づく届出、公防条例（川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例）

に基づく許認可等により、騒音・振動による公害の未然防止を図っている。 

また、飲食店等で発生するカラオケ騒音等についても、公防条例により住居系地域の夜間にお

ける音響機器の使用時間の規制や、住居専用地域における深夜営業時間の制限等の規制を行って

いる。 

さらに、大型小売店についても店舗面積が1,000 m２以上の場合は、大規模小売店舗立地法の指

針により騒音の発生その他による周辺環境の悪化防止のための配慮事項の届出、また、店舗面積

が500 m２以上1,000 m２未満の場合については、公防条例に基づき、夜間小売業に係る外部騒音に

よる公害の防止の方法に関する計画等の届出などの指導により、騒音公害の未然防止に努めてい

る。 

(2) 発生源対策 

工場・事業場から発生する騒音・振動の防止対策については、許認可申請時での事前規制と設

置後における規制基準の遵守状況についての監視、指導による事後規制が基本となっている。 

また、既に騒音・振動による苦情が発生している工場・事業場に対しては、法条令に定められ

ている規制基準の遵守を目途とし、作業管理の徹底、低騒音・低振動型機械の導入や施設の改善

など、きめ細かい指導を行っている。さらに、中小零細企業に対しては、必要に応じて公害防止

資金の融資を行い、公害防止施設の設置や改善を促進している。一方、建物や敷地等の制約から

有効な解決策が見い出せず移転を希望する工場に対しては、上記公害防止資金の融資などにより

工場適地等への移転も促進している。 

２ 建設作業に伴う騒音・振動 

「騒音規制法」及び「振動規制法」では、著しい騒音・振動を発生させる作業を特定建設作業と

定め、騒音及び振動の大きさ、作業時間、作業日数等を規制しており、事前届出の義務を課してい

る。届出時においては、リーフレット等により周辺住民に十分配慮するよう事業者に対して注意を

促すとともに、苦情が発生した場合は、関係機関と連絡を取りつつ、低公害な工法の導入、作業管

理の徹底、地域住民との良好な関係の維持などの指導を行っている。 

なお、500 m２以上の開発行為の工事公害については、公防条例に基づく「開発行為等に関する工

事公害の防止に関する指針」に基づいて指導を行っている。 
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第８章 悪臭の現状と対策 

第１節 悪臭の概況 

悪臭による公害は、その不快な臭いにより生活環境を損ない、主に感覚的・心理的な被害を与える

感覚公害といわれる。また、嗅覚は臭いのし好の個人差が大きく、心理的要因も大きい。その上、同

じ種類の臭いを頻繁に嗅ぐと、臭いがあまり気にならなくなる場合と逆に非常に気になるようになる

場合がある。 

そこで、「悪臭防止法」に定める、22の特定悪臭物質の規制と合わせて、複合臭にも対応でき、住民

の被害感により近い、人の嗅覚を用いた嗅覚測定法による許容限度値を設定し、工場・事業場に対し、

規制基準を遵守するよう指導している。 

第２節 現状 

１ 環境 

悪臭防止法第11条に基づき、一般環境の特定悪臭物質の濃度を測定した。 

臨海部の発生源近傍及び発生源に近い住居地域計8地点で測定した特定悪臭物質（硫化水素、メチ

ルメルカプタン、硫化メチル及び二硫化メチル）の平成27年度の結果は、硫化水素は0.0005未満～

0.0028 ppm であり、それ以外の特定悪臭物質は全て定量下限値（メチルメルカプタン0.0002 ppm、

硫化メチル0.0005 ppm、二硫化メチル0.0005 ppm）未満であった。 

２ 工場・事業場等 

(1) 特定悪臭物質 

「悪臭防止法」により、規制基準の定められている物質（特定悪臭物質）を使用している工場

等に対して悪臭苦情が発生した場合には、同法に基づく濃度測定を行っている。平成27年度につ

いては特定悪臭物質を使用している工場等に起因した苦情がなかったため、特定悪臭物質の濃度

測定は行わなかった。 

(2) 嗅覚測定 

特定悪臭物質以外の物質による悪臭苦情に対応するため、三点比較式臭袋法による嗅覚測定を

1事業所で行った。事業所の排気口2か所、事業所敷地境界2か所でサンプリングを実施した。

測定結果は、公防条例第43条の規定に基づく許容限度に適合していた。 
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第３節 対策

１ 法令等による規制 

(1) 「悪臭防止法」による規制 

昭和46年に制定された「悪臭防止法」に基づき、特定悪臭物質（アンモニア等22物質。下表参

照。）について、敷地境界線での規制基準を定めている。 

特定悪臭物質の敷地境界線での規制基準 

（単位：ppm） 

物 質 名 規制基準 物 質 名 規制基準 

アンモニア 1 イソバレルアルデヒド 0.003 

メチルメルカプタン 0.002 イソブタノール 0.9 

硫化水素 0.02 酢酸エチル 3 

硫化メチル 0.01 メチルイソブチルケトン 1 

二硫化メチル 0.009 トルエン 10 

トリメチルアミン 0.005 スチレン 0.4 

アセトアルデヒド 0.05 キシレン 1 

プロピオンアルデヒド 0.05 プロピオン酸 0.03 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 ノルマル酪酸 0.001 

イソブチルアルデヒド 0.02 ノルマル吉草酸 0.0009 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 イソ吉草酸 0.001 

 (2) 「川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例（公防条例）」による規制 

   公防条例では、悪臭を発生させる作業全般について脱臭装置の設置、建屋の密閉化、作業場所

の選定、臭気指数の許容限度の適合※等の措置を講ずるよう定めている。 

※ 臭気指数については平成17年4月から導入された。 

２ 発生源対策 

これまでの悪臭苦情は工場・事業場等から発生するものが多く、特定悪臭物質の濃度規制を行う

ことにより対応してきた。しかしながら、最近の悪臭苦情は飲食店等から発生する様々な臭いが混

じりあった悪臭苦情が増えてきており、このような悪臭に対してはそれぞれの臭いの濃度が低いこ

とから従来の濃度規制では対応できなくなってきている。       

そのため、悪臭苦情対策として、現地調査や臭気測定等を行い、公防条例で定めている規制許容

値（臭気指数）を基に工場・事業場、飲食店等の発生源に対して指導等を行っている。 

３ 広域悪臭対策 

 (1) 広域的悪臭防止に関する工場への管理徹底の要請 

臨海地域を中心に初夏から秋にかけて市民から悪臭についての苦情が多く寄せられるため、悪

臭発生の未然防止対策のひとつとして、川崎区の臨海部の工場に対し定期保全修理日程表等の提

出依頼を行っている。 
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 (2) 悪臭原因調査の実施 

原因不明の悪臭苦情が比較的多く寄せられる夏場に、川崎区臨海部において夜間パトロールを

実施するなど、広域悪臭の防止と原因究明に努めている。 

 (3) 環境悪臭成分調査 

   「悪臭防止法」に基づき特定悪臭物質の一般環境における濃度を把握するため、4物質（硫化水

素、メチルメルカプタン、硫化メチル及び二硫化メチル）について市内8か所で調査を行っている。 

臭気指数に関するリーフレット 

差し替え予定 

（部署を更新） 

  悪臭を人の鼻（嗅覚）で測定する、官能試験法の一種で、悪臭を含む空気が入っている袋 

を1つと、無臭の空気だけ入っている袋を2つの計3つの袋の中から、パネル（判定試験に 

適した嗅覚を有すると認められた人）に悪臭の入っている袋を当ててもらう方法です。 

 6人以上のパネルによって行い、悪臭を次第に薄めながら、不正解になるまでこれを繰り 

返します。 

その結果を統計的に処理して、希釈倍数を求め、その常用対数値に10を乗じた数値を 

臭気指数とします。 

三点比較式臭袋法とは？
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第９章 化学物質の現状と対策 

第１節 化学物質による環境リスク低減の取組の概況 

１ 背景 

私たちの身の回りには、化学物質が様々な用途で使用されており、生活の向上に大きく寄与して

いる。それらの化学物質は世界で約10万種にのぼり、国内で流通しているものだけでも約5万種ある

といわれている。化学物質は、その製造、使用、廃棄に至る過程で、大気、水、土壌に排出され、

それらが環境を経由して人の健康や生態系に悪影響を与える可能性（環境リスク）が懸念されてい

る。 

このような化学物質への対応として、大防法、水濁法、「ダイオキシン類対策特別措置法（以下「ダ

イオキシン法」という。）」及び廃掃法などにより化学物質の排出、廃棄を規制・監視するとともに、

「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」により有害性の高い化学物質の生産や使用を制

限する措置などが講じられ、健康影響や環境汚染の防止に一定の効果をもたらしてきた。しかしな

がら、化学物質の有害性や環境汚染の実態に関する科学的知見が十分ではないことから、規制され

ている化学物質はごく一部に限られており、未規制の化学物質についても、環境汚染の未然防止に

向けた取組が必要となっている。 

２ 国内外の動向 

化学物質による環境汚染を未然に防止する枠組みとして、欧米諸国では、早くから化学物質排出

移動量届出制度（以下「PRTR」という。）が導入されている。我が国では、平成8年2月の経済協力開

発機構（OECD）の勧告により制度導入に向けた検討を行い、平成11年7月に「特定化学物質の環境へ

の排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（以下「化学物質排出把握管理促進法」とい

う。）」を公布した。この法律に基づくPRTRは、対象事業所が、毎年、対象化学物質（第一種指定化

学物質：462）の環境への排出量等を行政機関に届け出し、行政機関はそのデータを集計、公表する

仕組みであり、化学物質による環境リスクを社会全体として低減していくことを目指している。 

また、平成14年に開催された持続可能な開発に関する世界サミット（WSSD）において、「予防的取

組方法に留意しつつ、透明性のある科学的根拠に基づくリスク評価手順と科学的根拠に基づくリス

ク管理手順を用いて、化学物質が、人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化する方法で使

用、生産されることを2020年までに達成する。」という国際目標が提言された。その達成に向け、平

成18年2月の第1回国際化学物質管理会議（ICCM）で「国際的な化学物質管理に関する戦略的アプロ

ーチ（SAICM）」が採択された。これを受け、我が国では、SAICM の考え方を川崎市環境基本計画等

の政策文書に位置づけるとともに、関係省庁連絡会議において、平成24年9月にSAICM国内実施計画

を策定し、具体的な取組として、科学的なリスク評価の推進、ライフサイクル全体のリスクの削減、

未解明の問題への対応、安全・安心の一層の増進、国際協力・国際協調の推進等を掲げている。 

３ 本市の取組 

国内外の動向を踏まえ、本市では、平成14年10月に部分改定した川崎市環境基本計画において、

化学物質の環境リスクの低減を重点分野に位置づけ、化学物質の環境への排出量を全体として削減

する重点目標を掲げた。この目標の達成に向け、特に有害性の高いダイオキシン類等の規制・監視
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と併せて、公防条例に基づく事業者による化学物質の適正管理に関する自主的取組の促進、化学物

質排出把握管理促進法に基づく取組の推進、市民、事業者、行政等による情報共有及び意思疎通に

向けた環境・リスクコミュニケーションの推進など、総合的な化学物質対策に取り組み、化学物質

の環境への排出量は大きく削減され目標を達成した。 

しかしながら、本市は産業都市であり、ベンゼンなど有害性の高い化学物質の排出量は全国と比

べ多いことから、平成23年3月に全面改定された川崎市環境基本計画において、環境リスクの効果的

な削減を目指し、新たに、有害性の高い化学物質の環境への排出量を削減する重点目標を掲げた。

この目標の達成に向け、これまでの取組を更に推進するとともに、未規制の化学物質についても適

切に対応するため、科学的根拠に基づく市域の環境リスク評価を行いながら、環境リスク低減の視

点に立った総合的な化学物質対策に取り組んでいる。 

 ≪川崎市環境基本計画における重点目標≫ 

【平成14年に定めた重点目標】 

平成13年度を基準年度として平成18年度までに市内の化学物質排出把握管理促進法対象事業

所から排出される対象物質（第一種指定化学物質）の総排出量を30％削減することを目指す。 

（結果）総排出量は47％削減され、目標の削減率を上回り達成 

【平成23年に定めた重点目標】 

平成20年度を基準年度として平成30年度までに市内の化学物質排出把握管理促進法対象事業

所から排出される特定第一種指定化学物質※を30％削減することを目指す。 

※第一種指定化学物質のうち、人に対する発がん性等があるとされている物質 

第２節 現状 

１ 化学物質（PRTR対象物質）の排出量・移動量 

平成11年7月に化学物質排出把握管理促進法が公布され、対象事業者は、人や生態系に有害なおそ

れのある「化学物質の環境への排出量及び事業所の外への移動量（以下「排出量・移動量」という。）」

の前年度実績について、国への届出が義務付けられている（PRTR）。この制度は平成14年度から実施

されており、本市では、市内事業所の届出に係る国への経由事務、市内の届出排出量・移動量の集

計及びその公表を行っている。 

解 説 PRTRとは？

PRTR（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動量届出制度）とは、有害性のある多種多様 

な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい環境中に排出されたか、あるいは廃棄物や下水に含まれて事業所 

の外に運び出されたかというデータを把握し、集計し、公表する仕組みである。 

対象とする化学物質を製造、使用する事業者のうち、一定の業種や要件を満たす事業者（常時使用者数21人以上 

かつ第一種指定化学物質の年間取扱量が1 t以上など）は、環境中に排出した量と廃棄物や下水として事業所の外 

へ移動させた量とを自ら把握し、行政機関に届け出る。行政機関はそのデータを整理・集計し、また届出事業所以外 

から排出される量を推計して公表する。 

PRTRの意義としては、①事業者による自主的な管理の改善の促進、②行政による化学物質対策における優先度の 

決定への活用、③環境保全上の基礎データの収集、④国民への情報提供と化学物質に関する理解の増進、⑤環境保全 

対策の効果・進捗状況の把握が挙げられる。 

個別事業所の排出量・移動量データについては、国が公表・開示しており、誰でも入手することができる。環境省 

及び経済産業省のホームページには、化学物質排出把握管理促進法の概要、排出量・移動量の全国、都道府県別等の 

集計結果、個別事業所の排出量・移動量データ、対象物質の種類及び有害性などに関する情報が掲載されている。 

環境省ホームページ（PRTRインフォメーション広場）：http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html 

経済産業省ホームページ：http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html 
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 (1) 届出排出量・移動量の経年推移 

   届出排出量・移動量の経年推移は下図のとおりで、平成26年度実績の届出排出量・移動量の合

計は3,753トンであった。平成26年度実績の届出のあった市内の事業所数は190であり、対象物質

として指定されている462物質（第一種指定化学物質）のうち、これらの事業所から届出された物

質数は164であった。 

   なお、平成15年度実績の届出分からは届出事業所となる要件に関して対象物質の年間取扱量が5

トンから1トンに引き下げられた。また、平成22年度実績の届出分からは対象物質が354物質から

462物質に見直され、対象業種が1業種追加され24業種となっている。 

届出排出量・移動量の経年推移 

 (2) 届出排出量の経年推移 

   届出排出量の経年推移は下図のとおりで、平成26年度実績の届出排出量は1,192トンであった。 

  川崎市環境基本計画における平成14年に定めた重点目標について、基準年度である平成13年度   

から目標達成年度である平成18年度までに、総排出量は47％削減され、目標の30％削減を達成し

ている。また、平成13年度から継続して対象物質として指定されている物質について、平成26年

度実績の届出排出量は775トンであり、平成13年度実績の届出排出量の2,840トンと比較して、73％

削減されている。 
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届出排出量の経年推移 

対象物質のうち、人に対する発がん性等があるとされている特定第一種指定化学物質の届出排

出量の経年推移は下図のとおりで、平成26年度実績の届出排出量は73トン（73,489 kg）であった。 

川崎市環境基本計画における平成23年に定めた重点目標について、平成25年度実績の届出排出

量は、基準年度である平成20年度実績の届出排出量の115トン（114,812 kg）と比較して、36.0％

削減され、目標の30％削減を前倒しで達成している。（目標に掲げる達成年度は平成30年度） 

また、平成26年度実績の届出排出量は、平成13年度実績の届出排出量の332トン（332,084 kg）

と比較して、77.9％削減されている。 

特定第一種指定化学物質の届出排出量の経年推移 

 (3) 業種別の届出排出量・移動量 

届出排出量・移動量の上位10業種は下図のとおりであり、10業種の合計は3,714トンで、届出排

出量・移動量の合計である3,753トンの99％を占めている。また、届出排出量・移動量が最も多い

化学工業が全体の59％を占めている。 

3
3
2
 

2
4
3
 

2
1
1
 

2
3
4
 

1
6
9
 

1
3
6
 

1
4
6
 

1
1
5
 

1
1
1
 

1
0
9
 

9
1
 

7
7
 

7
6
 

7
3
 

0

100

200

300

400

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

届
出
排
出
量
（
ト
ン
/年
）

年度

＜特定第一種指定化学物質＞

届出対象である第一種指定化学物質のう

ち、人に対する発がん性等があるとされて

いる物質で、ベンゼン、1,3-ブタジエン、塩
化ビニルなど15物質が指定されている

36.0％削減

※ 移動量として届出があった物質はダイオキシン類のみである。（単位：mg-TEQ/年） 

715 (1,487)

105   (846)

101  (165)

94   (15)

54   (6.4)

34   (24)

28   (1.1)※

14   (0)

11   (2.7)

10   (0.52)

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

化学工業

鉄鋼業

金属製品製造業

輸送用機械器具製造業

石油製品・石炭製品製造業

衣服・その他の繊維製品製造業

下水道業

燃料小売業

電気機械器具製造業

一般機械器具製造業

排出量・移動量 （トン/年）

排出量（大気、公共用水域等）

移動量（下水道、廃棄物）

(  )内の数値は移動量を表す。
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排出量・移動量上位10業種（平成26年度実績） 

 (4) 物質別の届出排出量 

届出排出量の上位10物質は、下表のとおりであり、10物質の合計は960トンで、届出排出量の合

計である1,192トンの81％を占めている。 

市内事業所からの環境（大気、公共用水域等）への届出排出量上位10物質（平成26年度実績） 

また、対象物質のうち、特定第一種指定化学物質について、届出排出量が多い物質は、ベンゼン

（32トン）、1,3-ブタジエン（18トン）、塩化ビニル（11トン）、エチレンオキシド（8.9トン）で

あった。 

順位 物質名
排出量
（トン/年）

主な
排出先

主な業種（排出量の割合） 主な用途

1 ノルマル-ヘキサン 378 大気
化学工業（89％）、石油製品・石炭製品製造業
（8.4％）

溶剤、ガソリン成分

2 トルエン 133 大気

衣服・その他の繊維製品製造業（25％）、化学工業
（22％）、鉄鋼業（14％）、石油製品・石炭製品製造
業（9.0％）、金属製品製造業（8.4％）、輸送用機械
器具製造業（7.2％）

合成原料、ガソリン成分、溶剤

3 キシレン 120 大気
輸送用機械器具製造業（37％）、金属製品製造業
（35％）、鉄鋼業（8.5％）、化学工業（6.1％）

合成原料、ガソリン成分、溶剤

4 塩化メチル 76 大気 化学工業（100％） 合成原料、溶剤、発泡剤

5 エチルベンゼン 71 大気
輸送用機械器具製造業（52％）、金属製品製造業
（25％）、化学工業（13％）

合成原料、溶剤

6 ほう素化合物 57 公共用水域 化学工業（70％）、下水道業（24％） 電子材料、ガラス繊維用添加剤

7
ふっ化水素及び
その水溶性塩

49 公共用水域 鉄鋼業（95％）、下水道業（2.9％） 合成原料、ガラス等の表面処理剤

8 ベンゼン 32 大気
化学工業（62％）、鉄鋼業（24％）、石油製品・石炭
製品製造業（11％）

合成原料、溶剤、ガソリン成分

9 塩化アリル 22 大気 化学工業（100％） 合成原料

10 酢酸ビニル 22 大気 化学工業（100％） 合成原料
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２ ダイオキシン類 

ダイオキシン類とは、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD 75種類）、ポリ塩化ジベンゾ

フラン（PCDF 135種類）及びコプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーPCB 十数種類）の総称を

いい、物の燃焼などの過程で非意図的に生成する物質である。主な発生源はごみ焼却であり、その

他に金属の精錬、たばこの煙、自動車排出ガスなどの様々な発生源がある。長期間にわたって一定

量以上を摂取した場合に、慢性毒性、発がん性などの健康影響のおそれが指摘されている。 

(1) 環境濃度 

ダイオキシン類による汚染の状況を把握するため平成10年度から調査を実施している。平成12

年度以降は、平成12年1月15日に施行したダイオキシン法の規定により定められた調査手法に基づ

き調査を実施している。 

ア 大気 

(ｱ) 一般環境 

大気の環境濃度を把握するため、大師一般環境大気測定局、中原一般環境大気測定局、生

田浄水場の3地点で調査を実施している。 

ａ ダイオキシン類濃度の年平均値の推移 

平成10年度の調査開始より徐々に低下し、近年はほぼ横ばいで推移している。 

なお、平成13年8月の「ダイオキシン類に係る大気環境調査マニュアル」の改訂に伴い、

平成14年度の調査から試料採取期間を1日から7日に変更している。 

ダイオキシン類濃度の年平均値の推移（一般環境・大気） 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

H10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

大師一般環境大気測定局

中原一般環境大気測定局

生田浄水場

（環境基準 0.6 pg-TEQ/m３）

年度

（pg-TEQ/m３）



○第９章 化学物質○ 

- 130 -

ｂ 環境基準の達成状況 

平成27年度の年平均値は、0.016～0.023 pg-TEQ/m３であり、全地点で環境基準（年平均

値が0.6 pg-TEQ/m３以下）を達成した。 

ダイオキシン類調査結果（一般環境・大気） 

（単位：pg-TEQ/m３）

試料採取日

調査地点 

H27.5.14 

～5.21

H27.8.27 

～9.3

H27.11.12

～11.19

H28.1.21 

～1.28
年平均値 環境基準

大師一般環境 

大気測定局
0.021 0.023 0.021 0.026 0.023

0.6中原一般環境 

大気測定局
0.015 0.016 0.019 0.020 0.018

生田浄水場 0.016 0.013 0.016 0.020 0.016

ｃ 調査地点別の過去10年間のダイオキシン類濃度の年平均値 

調査地点別の過去10年間のダイオキシン類濃度の年平均値（一般環境・大気）

（単位：pg-TEQ/m３） 

調査年度

調査地点 
H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

大師一般環境 

大気測定局 
0.046 0.054 0.040 0.042 0.034 0.028 0.024 0.033 0.030 0.023

中原一般環境 

大気測定局 
0.044 0.045 0.038 0.039 0.028 0.024 0.022 0.027 0.021 0.018

生田浄水場 0.038 0.038 0.032 0.038 0.020 0.022 0.022 0.024 0.016 0.016

(ｲ) 処理センター周辺

ごみ処理センター周辺の環境濃度を把握するため、2処理センター周辺についてそれぞれ4

地点、合計8地点で調査を実施した。その結果、平成27年度の年平均値は、0.012～0.028 

pg-TEQ/m３であり、全地点で環境基準（年平均値が0.6 pg-TEQ/m３以下）を達成した。 
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ダイオキシン類調査結果（処理センター周辺・大気） 

＜堤根処理センター周辺＞                      
（単位：pg-TEQ/m３）

試料採取日

調査地点 

H27.8.27 

～9.3 
環境基準 

① 川崎区 京町小学校 0.021 

0.6 
② 幸 区 南河原小学校 0.021 

③ 幸 区 南加瀬小学校 0.017 

④ 川崎区 さくら小学校 0.028 

＜王禅寺処理センター周辺＞ 
（単位：pg-TEQ/m３） 

試料採取日

調査地点              

H27.8.27 

～9.3 
環境基準 

⑤ 麻生区 虹ヶ丘小学校 0.017 

0.6 
⑥ 宮前区 稗原小学校 0.015 

⑦ 麻生区 西生田中学校 0.017 

⑧ 麻生区 麻生小学校 0.012 

調査地点図（大気）

王禅寺処理センター 堤根処理センター

⑤

⑥

⑦

⑧

①

②③
④

東京都

生田浄水場
中原一般環境
大気測定局

大師一般環境
大気測定局

N

横浜市

●

●

●
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イ 公共用水域 

(ｱ) 河川 

河川（水質）の環境濃度を把握するため、河川7地点で調査を実施している。 

ａ ダイオキシン類濃度の推移 

7地点での調査を実施するようになった平成15年度以降、おおむね低濃度で推移してい

る。 

（注）黒須田川（市境）の平成15、16、17、19年度におけるダイオキシン類濃度は年

2回測定の平均値、他は年1回の測定値 

        ダイオキシン類濃度の推移（河川・水質） 

ｂ 環境基準の達成状況 

平成27年度の調査結果は、0.023～0.11 pg-TEQ/Lであり、全地点で環境基準（年間平均

値が1 pg-TEQ/L以下）を達成した。 

ダイオキシン類調査結果（河川・水質） 

（単位：pg-TEQ/L）   

調査地点 調査結果 環境基準 

① 三沢川・一の橋 0.094 

1 

② 二ヶ領本川・堰前橋 0.023 

③ 平瀬川・平瀬橋(人道橋) 0.036 

④ 麻生川・耕地橋 0.023 

⑤ 真福寺川・水車橋前 0.024 

⑥ 矢上川・日吉橋 0.040 

⑦ 黒須田川（市境） 0.11 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

（pg-TEQ/L）

年度

三沢川・一の橋

二ケ領本川・堰前橋

平瀬川・平瀬橋(人道橋)

麻生川・耕地橋

真福寺川・水車橋

矢上川・日吉橋

黒須田川（市境）

環境基準：1 pg-TEQ/L
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ｃ 調査地点別の過去10年間のダイオキシン類濃度 

過去10年間のダイオキシン類の濃度は、平成19年度に黒須田川で高い値が見られたも

のの基準値以下であり、経年的にほぼ横ばいで推移している。 

調査地点別のダイオキシン類濃度の経年推移（河川・水質） 

（単位：pg-TEQ/L）

調査年度

調査地点 
H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

① 三沢川・一の橋 0.18 0.084 0.11 0.23 0.14 0.19 0.055 0.17 0.21 0.094

② 二ヶ領本川・堰前橋 0.084 0.15 0.075 0.085 0.094 0.062 0.049 0.035 0.054 0.023

③
平瀬川・平瀬橋 

（人道橋） 
0.18 0.099 0.074 0.082 0.073 0.056 0.065 0.041 0.055 0.036

④ 麻生川・耕地橋 0.058 0.073 0.065 0.041 0.062 0.065 0.044 0.27 0.054 0.023

⑤ 真福寺川・水車橋前 0.054 0.043 0.077 0.045 0.11 0.051 0.048 0.097 0.055 0.024

⑥ 矢上川・日吉橋 0.069 0.062 0.069 0.054 0.090 0.054 0.049 0.038 0.081 0.040

⑦ 黒須田川（市境） 0.31 0.72 0.18 0.18 0.26 0.18 0.089 0.11 0.12 0.11

（注）黒須田川（市境）の平成17、19年度におけるダイオキシン類濃度は年2回測定の平均値、他は年1回の

測定値 

調査地点図（河川・水質） 

(ｲ) 海域 

ａ 水質 

海域（水質）の環境濃度を把握するため、海域5地点において調査を実施している。 

(a) ダイオキシン類濃度の推移 

平成12年度の調査開始から、全地点において低濃度で推移している。 

② 二ヶ領本川・堰前橋

③ 平瀬川・平瀬橋（人道橋）

横浜市

二ヶ領本川
平瀬川

三沢川

矢上川

⑥ 矢上川・日吉橋

⑦ 黒須田川（市境）

東京都① 三沢川・一の橋

④ 麻生川・耕地橋 ⑤ 真福寺川・水車橋前

N
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ダイオキシン類濃度の推移（海域・水質） 

(b) 環境基準の達成状況 

平成27年度の調査結果は、0.044～0.18 pg-TEQ/Lであり、全地点で環境基準（年間平

均値が1 pg-TEQ/L以下）を達成した。 

ダイオキシン類調査結果（海域・水質） 

（単位：pg-TEQ/L）    

調査地点 調査結果 環境基準 

① 浮島沖 0.060 

1 

② 京浜運河千鳥町 0.066 

③ 東扇島防波堤西 0.045 

④ 京浜運河扇町 0.18 

⑤ 扇島沖 0.044 

(c) 調査地点別の過去10年間のダイオキシン類濃度 

過去10年間のダイオキシン類の濃度は、経年的にほぼ横ばいで推移している。 

調査地点別のダイオキシン類濃度の経年推移（海域・水質）

（単位：pg-TEQ/L） 

調査年度

調査地点 
H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

① 浮島沖 0.090 0.078 0.083 0.044 0.072 0.048 0.056 0.046 0.053 0.060

② 京浜運河千鳥町 0.088 0.14 0.17 0.042 0.13 0.077 0.051 0.083 0.049 0.066

③ 東扇島防波堤西 0.063 0.065 0.091 0.026 0.074 0.046 0.046 0.06 0.047 0.045

④ 京浜運河扇町 0.11 0.30 0.25 0.053 0.25 0.092 0.082 0.13 0.056 0.18

⑤ 扇島沖 0.067 0.058 0.082 0.026 0.056 0.045 0.045 0.047 0.057 0.044

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

（pg-TEQ/L）

年度

浮島沖

京浜運河千鳥町

東扇島防波堤西

京浜運河扇町

扇島沖

環境基準：1 pg-TEQ/L
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ｂ 底質 

海域（底質）の環境濃度を把握するため、水質調査を実施している海域と同一の5地点に

おいて調査を実施している。 

(a) ダイオキシン類濃度の推移 

平成12年度の調査開始から、全地点において低濃度で推移している。 

ダイオキシン類濃度の経年推移（海域・底質）

(b) 環境基準の達成状況 

平成27年度の調査結果は、11～35 pg-TEQ/gであり、全地点で環境基準（150 pg-TEQ/g

以下）を達成した。 

ダイオキシン類調査結果（海域・底質） 

（単位:pg-TEQ/g）      

調査地点 調査結果 環境基準

① 浮島沖 18 

150 

② 京浜運河千鳥町 21 

③ 東扇島防波堤西 11 

④ 京浜運河扇町 35 

⑤ 扇島沖 19 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

（pg-TEQ/g）

年度

浮島沖

京浜運河千鳥町

東扇島防波堤西

京浜運河扇町

扇島沖

環境基準：150 pg-TEQ/g
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(c) 調査地点別の過去10年間のダイオキシン類濃度 

 過去10年間のダイオキシン類の濃度は、経年的にほぼ横ばいで推移している。 

調査地点別のダイオキシン類濃度の経年推移（海域・底質）

（単位：pg-TEQ/g） 

調査年度

調査地点 
H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

① 浮島沖 26 20 19 18 13 15 18 19 24 18 

② 京浜運河千鳥町 44 42 31 26 29 28 33 14 22 21 

③ 東扇島防波堤西 17 18 20 14 9.5 6.2 14 14 9.0 11 

④ 京浜運河扇町 30 41 28 27 43 37 24 23 23 35 

⑤ 扇島沖 25 25 20 21 19 23 25 21 20 19 

調査地点図（公共用水域・海域） 

横浜市

⑤ 扇島沖④ 京浜運河扇町

東京都
① 浮島沖

② 京浜運河千鳥町

③ 東扇島防波堤西

N
幸区

川崎区
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ウ 地下水 

地下水（水質）の環境濃度を把握するため、井戸5地点において水質の調査を実施した。平

成27年度の調査結果は0.021～0.022 pg-TEQ/Lであり、全地点で水質環境基準（年平均値が1 

pg-TEQ/L以下）を達成した。 

ダイオキシン類調査結果（地下水・水質） 

（単位：pg-TEQ/L）       

調査地点 調査結果 環境基準 

① 川崎区 堤根 0.022 

1 

② 中原区 下沼部 0.021 

③ 高津区 新作 0.021 

④ 多摩区 南生田 0.021 

⑤ 麻生区 上麻生 0.022 

調査地点図（地下水） 

⑤

④

N

①

②
③

東京都

横浜市
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エ 土壌 

土壌の環境濃度を把握するため公園5地点において調査を実施した。平成27年度の調査結果

は0.28～3.3 pg-TEQ/gであり、全地点で土壌環境基準（1,000 pg-TEQ/g以下）を達成した。 

ダイオキシン類調査結果（土壌） 

（単位：pg-TEQ/g） 

調査地点図（土壌） 

調査地点 調査結果 環境基準 

① 川崎区 日ノ出 日ノ出公園 2.2 

1,000 

② 幸区 戸手 戸手町公園 0.33 

③ 中原区 下小田中 下小田中公園 2.4 

④ 宮前区 菅生 菅生みどり公園 0.28 

⑤ 麻生区 上麻生 真福寺公園 3.3 
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 (2) 排出量の推計 

   本市におけるダイオキシン類の排出の現状を把握し、今後のダイオキシン類対策に関する取組

に資することを目的とし、ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー）を作成してい

る。 

対象とした発生源は、国の排出インベントリーに準拠し、規制・未規制にかかわらず、排出量

推計が可能な発生源とした。 

平成26年度の総排出量は2,086～2,099 mg-TEQ/年であり、集計を開始した平成9年と比較すると

82％減少しており、小型焼却炉からの排出量は98％減少している。 

ダイオキシン類排出インベントリー 

発生源 
排出量 （mg-TEQ/年） 

H9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 
1 大気への排出 

一般廃棄物焼却施設 5,163 5,226 5,015 4,747 3,904 1,418 160 148 141 159 

産業廃棄物焼却施設 4,125 5,388 3,223 895 847 600 293 546 672 422 

小型焼却炉等 939 939 750 178 191 72.5 39.1 37.4 42.7 38.7 

産業系発生源 1,410 1,269 1,527 1,765 1,044 1,482 2,023 1,283 1,522 2,085 

火葬場 
14.0 
～30.6 

14.4 
～31.4 

14.6 
～31.8 

14.6 
～31.8

15.3 
～33.4

15.4 
～33.6

15.6 
～34.0

11.4 
～24.8

10.6 
～23.2

10.8 
～23.5

2 水への排出 
一般廃棄物焼却施設 0.00 0.00 0.05 0.01 0.01 0.07 0.02 0.00 0.00 0.00 
産業廃棄物焼却施設 64.2 65.9 63.9 57.3 82.6 30.7 35.5 42.1 43.3 61.4 
産業系発生源 0.20 0.17 0.18 0.22 0.96 0.64 1.67 0.00 0.00 0.00 
下水処理場 78.0 79.4 74.8 75.8 33.8 13.2 15.5 11.2 5.2 5.7 
最終処分場 2.96 0.34 0.02 0.00 0.01 0.02 0.00 0.00 0.00 0.01 
その他 0.18 0.16 

合計 
11,797 
～11,813

12,982 
～12,999

10,669 
～10,686

7,733 
～7,750

6,119 
～6,137

3,632 
～3,651

2,583 
～2,602

2,079 
～2,093

2,437 
～2,450

2,783 
～2,796

うち、水への排出 145.44 145.84 138.98 133.28 117.32 44.58 52.62 53.31 48.77 67.27 
対平成9年比（％） 100 110 91 66 52 31 22 18 21 24 

発生源 
排出量 （mg-TEQ/年） 

19 20 21 22 23 24 25 26 
1 大気への排出 
一般廃棄物焼却施設 243 151 104 68 120 93 52 49 
産業廃棄物焼却施設 283 256 100 93 99 234 249 288 
小型焼却炉等 27.0 28.8 28.3 33.4 30.5 24.0 20.2 16.2 
産業系発生源 1,205 668 1,040 1,154 1,443 2,445 3,150 1,694 

火葬場 
10.7 
～23.4 

10.6 
～23.1 

9.5 
～22.8 

10.4 
～24.9

10.3 
～24.7

10.4 
～24.9

10.1 
～24.2

9.2 
～22.1

2 水への排出 
一般廃棄物焼却施設 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
産業廃棄物焼却施設 55.0 50.1 70.3 55.2 41.1 44.4 37.6 20.6 
産業系発生源 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
下水処理場 21.1 0.7 8.9 0.9 10.9 10.9 1.7 9.94 
最終処分場 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 
その他 0.03 1.88 0.00 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 

合計 
1,845 
～1,858

1,167 
～1,180

1,361 
～1,374

1,415 
～1,430

1,755 
～1,769

2,862 
～2,876

3,520 
～3,534

2,086 
～2,099

うち、水への排出 76.12 52.71 79.21 56.10 52.01 55.31 39.29 30.51 
対平成9年比（％） 16 10 12 12 15 24 30 18 

（注）平成9～11年は年集計（1月～12月）、平成12年度以降は年度集計（4月～3月）



○第９章 化学物質○ 

- 140 -

排出インベントリーの経年推移
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小型焼却炉等

産業廃棄物焼却施設

一般廃棄物焼却施設

（※ 平成9年～11年は年）
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３ 未規制化学物質 

化学物質の環境への排出状況や有害性等の情報を基に、人の健康や生態系への影響が懸念される

未規制の化学物質について、市内の大気、公共用水域（水質、底質）を対象に環境調査を実施し、

データを蓄積するとともに、その結果を環境リスク評価等に活用している。 

平成27年度は次の10物質について調査を実施した。 

調査物質 

物質名 

調査媒体 

主な用途等 
大気 

公共用水域 

河川 

水質 

海域 

水質 

海域 

底質 

アクリル酸 ○ - - - 吸水性ポリマー等の原料 

アリルアルコール ○ - - - 樹脂、医薬品等の原料 

N,N-ジメチルホルムアミド ○ - - - 合成皮革等の製造の際の溶剤 

りん酸ジメチル=2,2-ジクロ

ロビニル（ジクロルボス） 
○ - - - 有機りん系殺虫剤 

クロム及び3価クロム化合物 - ○ ○ - 特殊鋼、研磨剤、顔料等の原料 

コバルト及びその化合物 - ○ ○ - リチウムイオン二次電池、合金材料 

セリウム及びその化合物 - ○ ○ - 研磨剤、紫外線吸収ガラス添加剤 

チオ尿素 - ○ ○ - 医薬品、写真薬等の原料 

りん酸トリトリル - ○ ○ ○ 合成樹脂の可塑剤、難燃剤 

ヘキサブロモシクロドデカン - - - ○ 樹脂用難燃剤、繊維用難燃剤 

（注）-：調査を実施していない項目 

平成27年度調査地点図

平瀬川・平瀬橋

横浜市

扇島沖

京浜運河扇町

二ヶ領本川

平瀬川

三沢川

矢上川

矢上川・日吉橋

東京都三沢川・一の橋

京浜運河千鳥町

麻生川・耕地橋

N多摩測定局

中原一般環境大気測定局

大師一般環境
大気測定局

★:大気調査地点（3地点）
●:河川調査地点（7地点）
▲:海域調査地点（3地点）

真福寺川・水車橋前

二ヶ領用水・今井仲橋

二ヶ領本川・堰前橋
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(1) 大気 

大気は4物質について調査を実施し、3物質が検出された。 

大気調査結果 

  （単位：μg/m３）

物質名 
大師一般環境 

大気測定局 

中原一般環境 

大気測定局 
多摩測定局 

アクリル酸 0.052 0.054 0.048 

アリルアルコール 0.016 0.013 0.0092 

N,N-ジメチルホルムアミド 0.085 0.14 0.13 

りん酸ジメチル=2,2-ジクロロビ

ニル（ジクロルボス） 
<0.00087 <0.00087 <0.00087 

（注）<：検出下限値未満 

調査結果は年平均値 

年4回調査を実施した。検出下限値未満の数値は検出下限値の1/2として年平均値を算出した。 

りん酸ジメチル=2,2-ジクロロビニル（ジクロルボス）は全 4 回の調査で全て検出下限値未満であったため、

年平均値を算出していない。 

(2) 公共用水域 

ア 河川 

河川は、水質で5物質について調査を実施し、4物質が検出された。

河川水質調査結果 

（単位：μg/L）

物質名 
三沢川 

一の橋 

二ヶ領本川

堰前橋 

二ヶ領用水

今 井 仲 橋

平瀬川 

平瀬橋 

麻生川 

耕地橋 

真 福 寺 川

水 車 橋 前

矢上川 

日吉橋 

クロム及び3価クロム化合物 0.41 0.34 0.41 0.40 0.27 0.29 0.90 

コバルト及びその化合物 0.14 0.11 0.27 0.10 0.072 0.11 0.13 

セリウム及びその化合物 0.080 0.050 0.075 0.032 0.016 0.042 0.055 

チオ尿素 <0.11 <0.11 <0.11 <0.11 <0.11 <0.11 <0.11 

りん酸トリトリル <0.014 <0.014 <0.014 <0.014 <0.014 0.018 <0.014 

（注）<：検出下限値未満 

試料採取日： 

平成27年10月20日：（二ヶ領本川・堰前橋（クロム及び3価クロム化合物を除く）、二ヶ領用水・今井仲橋、 

平瀬川、矢上川）（年1回） 

平成27年10月21日：（三沢川、麻生川、真福寺川）（年1回） 

平成28年  3月 9日：（二ヶ領本川・堰前橋（クロム及び3価クロム化合物））（年1回） 
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イ 海域 

(ｱ) 水質 

水質は5物質について調査を実施し、4物質が検出された。 

海域水質調査結果 

   （単位：μg/L）

物質名 京浜運河扇町 扇島沖 京浜運河千鳥町 

クロム及び3価クロム化合物 0.29 0.25 0.28 

コバルト及びその化合物 0.092 0.070 0.066

セリウム及びその化合物 0.013 0.023 0.025

チオ尿素 <0.11 <0.11 <0.11

りん酸トリトリル <0.014 0.016 <0.014

（注）<：検出下限値未満 

試料採取日：平成27年10月19日（年1回） 

(ｲ) 底質 

底質は2物質について調査を実施し、2物質とも検出された。 

海域底質調査結果 

（単位：μg/kg-dry） 

物質名 京浜運河扇町 扇島沖 京浜運河千鳥町

りん酸トリトリル 50 12 120 

ヘキサブロモシクロドデカン※1 8.4 <2.7※2 2.9 

α-ヘキサブロモシクロドデカン 5.9 <1.4 1.6 

β-ヘキサブロモシクロドデカン 0.87 <0.30 0.32 

γ-ヘキサブロモシクロドデカン 1.6 <0.88 1.0 

δ-ヘキサブロモシクロドデカン <0.11 <0.11 <0.11 

ε-ヘキサブロモシクロドデカン <0.041 <0.041 <0.041 

（注）<：検出下限値未満 

試料採取日：平成27年10月19日（年1回） 

※1 ヘキサブロモシクロドデカンはα～ε-ヘキサブロモシクロドデカンの内、検出された異性体の濃度の合計値

を示した。 

※2 扇島沖は全異性体が検出下限値未満であったため、各異性体の検出下限値の合計値を検出下限値とした。 
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４ ゴルフ場農薬 

  ゴルフ場における農薬使用実態調査を実施し、農薬の使用量の把握に努めている。 

市内5か所のゴルフ場を対象に農薬使用実態調査を実施した結果、平成27年1月から12月までの農

薬使用量は有効成分換算値で763 kgであった。 

農薬使用量（有効成分換算値）経年推移 

（単位：kg/年）

 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

殺虫剤 132 103 71 165 69  

殺菌剤 293 271 277 263 237 

除草剤 387 297 382 411 457  

合計 812 671 730 839 763  

農薬使用量（有効成分換算値）の経年推移 

0

200
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殺虫剤 殺菌剤 除草剤

年
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第３節 対策 

１ 化学物質対策 

  平成23年3月に改定した川崎市環境基本計画において、化学物質の環境リスクの低減を重点分野に

位置づけており、この計画に定める重点目標の達成を目指し、次のような化学物質対策を推進して

いる。 

平成26年度の特定第一種指定化学物質の排出量は73トン（73,489 kg）であり、基準年度である平

成20年度の排出量115トン（114,812 kg）に比べて36.0％減少した。 

 (1) 「川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例（公防条例）」に基づく取組 

平成4年4月に先端技術産業に係る環境汚染の未然防止を目的とした「川崎市先端技術産業環境

対策指針（以下「先端指針」という。）」を策定し、事業者の自主的取組を促進することによる対

策を講じてきた。その後、化学物質排出把握管理促進法の制定を受けた新たな取組として、平成

11年12月に公布した公防条例に事業者による化学物質の適正管理に関する規定を設けるとともに、

事業者の取組を支援するために「化学物質の適正管理に関する指針（以下「化学物質管理指針」

という。）」を策定した。 

   公防条例では、化学物質を取り扱う全ての事業者は、自主管理マニュアルの作成等により、化

学物質に関する管理体制の整備、有害性等の情報の収集、取扱量及び排出量等の把握、排出抑制

に向けた自主管理目標の設定など、化学物質の適正な管理に努めることが定められている。また、

同条例の規定に基づき定めた化学物質管理指針では、条例対象の事業所のうち、従業員数50人以

上で、かつ、有害性、危険性等の観点から環境安全上特に注意を要する物質として条例で定めた

65物質（管理対象物質）を取り扱う事業者は、自主管理目標及び目標達成時期、実施計画等を自

主的に公表することに努めることが規定されている。 

一方、事業者に対して、化学物質管理指針に基づき、化学物質の適正管理の実施状況等につい

て報告を求めるとともに、必要に応じて立入調査を行い、助言・指導を行っている。また、イン

ターネットの市ホームページによる化学物質に関する情報の提供、パンフレット等の関連資料の

配布、化学物質の適正管理に関する助言・指導などにより、事業者による化学物質の適正管理を

支援している。 

 (2) 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化学物質排出

把握管理促進法）」に基づく取組 

   化学物質排出把握管理促進法の対象事業者は、毎年4月から6月末までの間に、自ら把握した前

年度分の排出量・移動量について本市を経由して国に届出を行うこととなっており、平成14年度

から届出が行われている。本市では事業者に対する支援として、必要に応じて随時、届出関連の

情報の提供を行うとともに、届出に関する指導・助言などを行っているほか、対象化学物質の排

出量・移動量の届出に基づく川崎市分の集計結果を例年公表している。 

なお、国においては、毎年2月に全国及び都道府県別の集計結果を公表している。 

重点目標：平成20年度を基準年度として平成30年度までに市内の化学物質排出把握管理促

進法対象事業所から排出される特定第一種指定化学物質を30％削減することを

目指す。 
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(3) 環境リスク評価の推進 

   化学物質による環境汚染の未然防止・環境リスク（人の健康や生態系へ悪影響を及ぼす可能性）

の低減に向けて、市域における化学物質の環境リスク評価を行っている。環境リスク評価は環境

濃度調査及び有害性情報の調査により行い、平成27年度までに34物質について実施した。また、

事業者によるリスク評価の推進を支援するため、例年環境リスク評価講習会を開催している。平

成27年度は横浜市と連携し、環境リスク評価講習会を2回実施した。 

 (4) 環境・リスクコミュニケーションの推進 

化学物質による環境汚染を未然に防止し、より良い環境にしていくためには、一人一人が化学

物質についての理解を深め、自らのライフスタイルの見直しや、市民、事業者、行政等のステー

クホルダー間でコミュニケーションを行い、社会全体で化学物質を管理し、環境リスクの低減に

努めていくことが大切である。このことから、本市では、各ステークホルダーが環境について情

報共有し、意思疎通を図る「環境・リスクコミュニケーション」を推進している。 

平成15年度には、市内の化学物質の排出量や環境の実態について、情報共有と意見交換を行う

ことを目的として、市民・事業者・行政をメンバーとする「川崎市化学物質に関するリスクコミ

ュニケーションを進める会」を発足させ、事業所見学やパンフレットの作成等を実施しながら、

平成20年度まで活動を行った。また、平成21年度からは、更に「環境・リスクコミュニケーショ

ン」を進めていくため、「川崎市環境・リスクコミュニケーション推進検討会」を立ち上げ、「事

業者による環境・リスクコミュニケーションの導入・継続支援」や「市民への情報提供の一層の

充実」について検討を行ってきた。 

平成26年度からは、横浜市との連携に取り組み、多くの方々に化学物質についての理解を深め

てもらうため、サイエンスカフェ、化学物質対策セミナー、環境リスク評価講習会等を共同で開

催している。 

２ ダイオキシン類対策 

 (1) 発生源対策 

   ダイオキシン法及び公防条例等により、発生源に対する監視・指導を行っている。 

  ア 立入検査 

    ダイオキシン類を排出する特定施設（規制対象施設）について、ダイオキシン法及び公防条

例により、排出ガス又は排出水に係る排出基準（規制基準）を定めている。その遵守状況の監

視のため、発生源に対する立入検査を行っている。 

平成27年度は、排出ガスについて10施設（7事業場）、排出水について3事業場に立入検査を

行い、全ての施設（排出ガス・排出水）で排出基準（規制基準）に適合していた。 

  イ 設置者による測定結果の公表 

    ダイオキシン法により、特定施設の設置者は、排出ガス、排出水及び焼却灰等について、年1

回以上ダイオキシン類の濃度を測定し、その結果を市に報告しなければならない。報告を受け

た市は、その結果を公表することが定められており、環境対策部環境管理課窓口や各区役所市

政資料コーナーに閲覧簿を備えているほか、ホームページにも掲載している。 

平成27年度は、延べ37事業場から報告があった。 
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  ウ 焼却炉の解体に係る指導 

    廃棄物焼却炉を有する施設等の解体工事に伴い飛散するおそれがあるダイオキシン類等によ

る周辺環境への汚染の未然防止を図るため、「川崎市廃棄物焼却施設の解体工事におけるダイ

オキシン類等汚染防止対策要綱」を定めている。 

同要綱では、廃棄物焼却施設の解体工事を行う際には事前に解体工事計画書を提出すること

が定められており、平成27年度は5基について解体工事計画書の提出があった。 

 (2) 環境調査の実施 

   ダイオキシン法に基づき環境媒体（大気、水質、底質及び土壌）ごとに、環境調査を継続的に

実施している。この調査により、環境基準の適合状況が把握できるだけでなく、ダイオキシン類

の汚染に係る経年推移、発生源における排出抑制対策の効果等を把握することができる。 

結果の詳細は第2節で述べたとおりであり、全地点で環境基準を達成していた。 

３ 内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）等の未規制化学物質の対策 

環境省（当時、環境庁）は平成10年5月に「内分泌かく乱化学物質問題への環境庁の対応方針につ

いて―環境ホルモン戦略計画SPEED'98―（以下「SPEED'98」という。）」を取りまとめ、内分泌かく

乱作用の有無、強弱、メカニズム等を解明するため、優先して調査研究を進めていく必要性の高い

65物質をリストアップし、その一部について調査研究を実施した。その結果、魚類では一部の物質

が内分泌かく乱作用を有することが認められたが、ヒトの属するほ乳類では明らかな内分泌かく乱

作用は認められなかった。 

この研究結果等を踏まえ、環境省は平成17年3月にSPEED'98を改訂し、「化学物質の内分泌かく乱

作用に関する環境省の今後の対応方針について―ExTEND2005―（以下「ExTEND2005」という。）」を

策定した。ExTEND2005では、物質のリストアップを取りやめ、試験対象物質の選定や評価を環境中

の検出状況や既存知見を踏まえて進めるといった修正を行い、野生生物の観察、基盤的研究、影響

評価、情報提供とリスクコミュニケーション等を推進した。 

その後、環境省は平成22年7月に ExTEND2005を引き継ぐ形で「化学物質の内分泌かく乱作用に関

する今後の対応―EXTEND2010―」を策定した。その中では、化学物質の内分泌かく乱作用に伴う環

境リスクを適切に評価し、必要に応じて管理していくことを目標として、化学物質の内分泌かく乱

作用の評価手法の確立と評価の実施を加速化することに力点を置くこととした。 

本市では、平成17年度までは環境省がSPEED'98でリストアップした内分泌かく乱作用を有すると

疑われる物質のうち、測定法が確立しているものから順次、環境調査を実施し、市域の大気、水質

及び底質における汚染実態の把握に努めてきた。平成18年度からは、化学物質の内分泌かく乱作用

を化学物質が持つ有害性の一つとして捉え、内分泌かく乱作用のみに着目するのではなく、内分泌

かく乱作用以外の有害性やPRTRデータ等も考慮して物質を選定し、環境調査を実施するとともに、

その調査結果を基に環境リスク評価を実施している。 

４ ゴルフ場農薬対策 

  平成2年5月、環境省（当時、環境庁）はゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁を未然に防止

するため、地方公共団体が水質保全の面からゴルフ場を指導する際の参考となるよう、暫定指針を

定めた。この暫定指針では、「農薬取締法」に基づく農薬の適正使用、使用量削減等の指導の実効が

図られるよう、ゴルフ場排出水中の農薬濃度に関して指針値が定められている。平成25年6月に指針
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が改正され、「農薬取締法」に基づく水質汚濁に係る農薬登録保留基準が策定されている物質につい

ても指針値が設定された。 

平成元年から毎年、ゴルフ場における農薬使用実態調査を実施し、農薬の使用量等を把握してい

る。 

５ 「川崎市バイオテクノロジーの適正な利用に関する指針」に基づく取組 

先端技術産業に関わる環境汚染、災害、事故等の未然防止を図るため、平成4年4月に先端指針を

策定し、関連事業者の指導を行ってきた。しかし、公防条例の施行（平成12年12月）以降、マイク

ロエレクトロニクス及び新素材分野は同条例の中で適用することが可能であることから、先端指針

はバイオテクノロジー分野についてのみ運用してきた。 

さらに、平成16年2月に「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する

法律」（いわゆる「カルタヘナ法」）が施行され、先端指針を取り巻く環境が大きく変化したことか

ら、「川崎市先端技術産業環境保全委員会」で先端指針の見直しを行い、平成18年10月に「川崎市バ

イオテクノロジーの適正な利用に関する指針」を策定した。同指針は、本市におけるバイオテクノ

ロジーの適正な利用に関して必要な事項を定め、環境保全上の支障を未然に防止し、良好な環境の

保全を図ることを目的としている。平成27年度末現在、16事業所が同指針の適用対象となっている。 
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第10章 公害防止等生活環境の保全に関する条例の運用 

１ 「川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例（公防条例）」 

  公防条例は、川崎市環境基本条例第2条に定める「市民が安全で健康かつ快適な環境を享受する

権利の実現を図るとともに、良好な環境を将来の世代に引き継ぐことを目的として展開するものと

する。」という環境政策の理念に基づいて、市民の健康を保護し、安全な生活環境を確保する分野

を担うための施策実施条例であり、地域の環境管理に一義的に責任を持つものとし、平成12年12月

20日から施行している｡ 

２ 公防条例の運用状況（平成27年度実績） 

(1) 許可状況等 

  ア 指定事業所数、設置許可数等 

    大気汚染物質、粉じん、悪臭、排水、騒音又は振動を発生させることにより、公害を生じさ

せるおそれのある事業所で、条例で定める指定事業所総数は、2,889事業所（平成27年度末）

であった。設置許可件数（第17条）は21事業所、廃止届出数（第26条）は24事業所であった。

（参考資料7 表1） 

  イ 事業開始 

    指定事業所の許可を受けた者が事業を開始する時に届出する事業開始届出数（第21条）は 

19事業所であった。（参考資料7 表2） 

  ウ 変更許可数等 

    指定事業所が指定作業の追加等の変更を行う場合、あらかじめ許可を受けなければならない

変更許可数（第22条第1項）は66事業所であった。また、変更届出等として、変更事前届出

（第23条）は12事業所、変更事後届出（第24条）は142事業所であった。（参考資料7 表3） 

  エ 環境配慮書関係 

    一定数以上の従業員数や一定規模以上の建物の床面積・焼却能力の指定施設を有し、環境へ

の配慮が必要と認められる指定事業所で、具体的な配慮事項を掲げ、それに対応して環境負

荷を低減するための「環境配慮書」を提出した事業所（第30条関係）は51事業所であった。

（参考資料7 表4） 

  オ 環境行動事業所関係 

    国際環境規格ISO14001の認定取得等により事業所の環境管理・監査の体制を確立し、それを

実施し、かつ、その取組を自ら公表している事業所を、条例では申請に基づき環境行動事業

所として認定し、指定事業所の手続を一部免除している。環境行動事業所（第32条等関連）

として、平成27年度末までに29事業所を認定している。（参考資料7 表5、参考資料8） 

  カ 事故時応急措置等完了報告書 

    大気の汚染及び悪臭、公共用水域又は地下水の水質汚濁により公害が生じ、又はそのおそれ

が生じたときを想定し、事故の通報、応急の措置、措置命令等の規定に基づく事故時応急措

置等完了報告の件数（第51条関係）は0件であった。（参考資料7 表6） 
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  キ 大型小売店における夜間小売業関係 

    法律で規定している大規模小売店舗（1,000 m２を超える）に該当していない一の建物内に

おいて、条例では、店舗面積が500 m２を超える店舗（大型小売店）を届出対象としている。

夜間小売業を営もうとする大型小売店における夜間小売業届出件数（第64条関係）は0件であ

った。（参考資料7 表8） 

  ク 開発行為等に関する工事調書 

    一定要件の開発行為等の工事を行う事業者に対して、遵守すべき事項を定めるとともに、工

事公害の防止に関する書面の作成、提出を求める開発行為等に関する工事調書（第66条関係）

は99件であった。（参考資料7 表9） 

  ケ 建築物等解体等作業に係る石綿の飛散防止関係 

    建築物等の解体等作業におけるアスベスト飛散防止対策として、石綿含有建築材料の事前調

査結果、石綿排出等作業に係る実施届出、石綿濃度の測定計画及び測定結果並びに作業完了

報告を規定している。事前調査結果の届出数（第67条の2）は965件であった。 

（参考資料7 表10） 

  コ 環境負荷低減行動計画書関係 

    一定規模以上の指定事業所については、事業者がその事業内容や事業所の形態等に応じて、

環境負荷の低減に努めるとともに、組織体制の整備を定めた環境負荷低減行動計画書を自ら

作成することとしている。環境負荷低減行動計画書届出事業所（第73条関係）は10事業所で

あった。（参考資料7 表11） 

  サ 土壌関係 

    土壌及び地下水汚染の防止として、市は、地下水の汚染を認めた場合に必要な限度において、

その原因調査を行うことについて、関係者に対し協力を求めることができるとしているとと

もに、特定有害物質等を製造等していた事業者自らが敷地内の地下水の汚染の状況を把握す

るように求めている。また、土壌汚染のおそれのある土地について、土地改変等の機会に合

わせて、事業者又は土地所有者に対し資料等調査及び土壌調査等の実施、汚染土壌等の処理

対策等の実施等に係る義務を課している。土壌に係る資料等調査結果報告（第81条他関係）

は52件であった。（参考資料7 表12） 

  シ 地下水関係 

    地下水を揚水する者全般に対し、地下水の揚水による地下水及び地盤環境への影響を防止す

るため、適正な揚水に努めることについて、努力義務を課している。また、動力を用いて地

下水を揚水しようとする事業者について一定規模以上の揚水施設、又は一定以上の地下水の

量を揚水しようとする場合あらかじめ許可を受けなければならないことを規定している。地

下水揚水許可数は（第88条他関係）0件であった。（参考資料7 表13） 

  ス 特定化学物質関係 

    化学物質を製造し、使用し、保管し、又は処理する事業所のうち、常時使用する従業員数が

20人を超える事業所を対象に、化学物質の排出・移動量等について報告を求めている。特定

化学物質の排出量及び移動量に係る報告（第97条関係）は166件であった。 
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（参考資料7 表14） 

  セ 貨物等の運搬に係る環境配慮行動項目要請関係 

    自動車による公害の防止及び環境への負荷の低減を図るため、指定荷主及び指定荷受人に対

して、環境配慮行動要請票を提供し、環境配慮行動項目の実施を要請する義務を課しており、

この実施状況を報告することを規定している。環境配慮行動項目要請状況報告数（第99条の2

関係）は122件であった。（参考資料7 表15） 

  ソ 建築物に係る環境への負荷の低減関係 

    サステナブル建築物を普及促進するため、建築物の建築に際し、建築主に対して環境配慮の

取組内容の届出を行うことを規定している。特定・特定外建築物環境計画届出数（第124条の

4、8）は70件であった。（参考資料7 表16） 

 (2) 改善指示、立入検査等（参考資料7 表17） 

  ア 改善等指示 

    平成27年度の改善等指示の総数は、845件である。件数の内訳を見ると、石綿飛散防止関係

（第67条の2他）が579件（68.5％）、騒音・振動関係（第49条他）が157件（18.6％）、悪臭

関係（第43条他）が42件（5.0％）等であった。 

  イ 勧告・措置命令 

    平成27年度の勧告、措置命令は0件であった。 

ウ 報告徴収 

    平成27年度の報告徴収の総数は、1,141件であった。件数の内訳を見ると、水質関係（第45

条他）が699件（61.3％）、地盤沈下関係（第88条他）が210件（18.4％）、化学物質関係

（第95条他）が176件（15.4％）等であった。 

  エ 立入検査 

    立入検査の総数は、1,687件である（参考資料7 表17）。件数の内訳を見ると、石綿飛散防

止関係（第67条の2他）が986件（58.4％）、水質関係（第45条他）が360件（21.3％）、騒音

・振動関係（第49条他）が157件（9.3％）、大気汚染物質規制関係（第40条他）が56件（3.3

％）、悪臭関係（第43条他）が42件（2.5％）、屋外燃焼関係（第56条他）が20件（1.2％）、

自動車関係（第99条他）が19件（1.1％）、粉じん規制関係（第41条他）が18件（1.1％）等

であった。 

３ 公防条例及び同施行規則の改正状況（平成27年度実績） 

 (1) 施行規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則（平成27年5月22日川崎市規則第48号） 

  ア 改正の主な内容 

    施行規則第42条に規定する排水規制基準のうち1,4-ジオキサンの排水基準の暫定期限等を改

める。 

  イ 改正理由 

    1,4-ジオキサンに係る暫定排水基準について、平成27年5月1日に排水基準を定める省令の一
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部を改正する省令が改正された。同様の規定を設けている施行規則との整合を図るため、施

行規則の一部改正を行うものである。 

  ウ 施行期日 

    平成27年5月25日 

 (2) 施行規則の一部を改正する規則（平成27年7月22日川崎市規則第58号） 

  ア 改正の主な内容 

    「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」の改正に伴い、

施行規則第56条の拡声機騒音の規制区域に同法第2条第7項に規定する幼保連携型認定こども

園を追加する。 

  イ 改正理由 

    平成24年8月22日に「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律」が改正され、幼保連携型認定こども園が規定されたことに伴い、平成27年4月20日に騒

音規制法及び振動規制法に係る特定工場や特定建設作業において発生する騒音・振動の規制

に関する基準に幼保連携型認定こども園が追加された。施行規則第56条に定める拡声器騒音

の規制区域についても特に静穏の保持を必要とする施設として同様の取扱いをする必要があ

ることから、施行規則の一部改正を行うものである。 

  ウ 施行期日 

    平成27年7月22日 

 (3) 施行規則の一部を改正する規則（平成27年10月20日川崎市規則第73号） 

  ア 改正の主な内容 

   (ｱ) 施行規則別表第11の排水の規制基準の変更 

施行規則別表第11中のトリクロロエチレンを0.3ミリグラムから0.1ミリグラムに改める。 

(ｲ) 施行規則別表第16の地下水の浄化基準の変更 

施行規則別表第16中のトリクロロエチレンを0.03ミリグラムから0.01ミリグラムに改める。 

  イ 改正理由 

    トリクロロエチレンの排水の規制基準及び地下水の浄化基準について、平成27年9月18日に

水濁法施行規則等の一部を改正する省令が改正された。同様の規定を設ける施行規則との整

合を図るため、施行規則の一部改正を行うものである。 

  ウ 施行期日 

    平成27年10月21日 

 (4) 施行規則の一部を改正する規則（平成28年3月31日川崎市規則第9号） 

  ア 改正の主な内容 

    行政不服審査法の改正に伴い、施行規則第4号様式及び第32号様式の2の不服申立てに関する
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記述を改める。 

  イ 改正理由 

    平成26年6月13日に行政不服審査法が改正され、不服申立制度が「審査請求」に一本化され

た。施行規則第4号様式及び第32号様式の2の不服申立てに関する記述について、法との整合

を図るため、施行規則の一部改正を行うものである。 

  ウ 施行期日 

    平成28年4月1日 
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第11章 公害苦情の処理及び法令等に基づく改善指導 

第１節 公害苦情の概況 

公害に関する苦情は、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭等、その種類は多岐にわたっており、

公害問題が産業型から生活型公害へとその比率を移しつつある中で、日常生活において発生する苦情

が多くなっている。こうした中で平成27年度の苦情発生件数は181件で、前年度より73件減少した。苦

情種類別に見ると、騒音が52件と最も多く、次いで大気汚染の50件、悪臭の42件であった。 

 また、区別では、宮前区の38件が最も多く、最も少ないのは幸区の17件であった。 

苦情の発生種類別の年度別経年推移

種類

年度 

大気汚染 水質 

汚濁 

土壌 

汚染 
騒音 振動 

地盤 

沈下 
悪臭 その他 合計 

ばい煙 粉じん ガス 

平成23 37 21 1 10 0 80 31 3 49 0 232 

平成24 69 27 1 19 0 74 15 5 63 0 273 

平成25 35 32 0 30 0 127 23 0 59 1 307 

平成26 22 23 1 26 0 96 14 0 72 0 254 

平成27 32 18 0 27 0 52 10 0 42 0 181 

１ 公害苦情の発生状況 

(1) 種類別の苦情件数 

苦情件数を種類別に見ると、騒音が52件（28.7％）と最も多く、次いで大気汚染の50件（27.6％）、

悪臭の42件（23.2％）、水質汚濁の27件（14.9％）の順であった。 

(2) 区別の苦情件数 

苦情件数を区別に見ると、宮前区 

の38件（21.0％）が最も多く、 

次いで麻生区の31件（17.1％）、川 

崎区の26件（14.4％）の順であった。 

(3) 発生源別の苦情件数 

苦情件数を発生源別に見ると、建 

設業（総合工事業及びその他の工事 

業）が22件（12.2％）であっ 

た。  

騒音 52

大気汚染

50

悪臭 42

水質汚濁

27

振動 10

合計 

181件

公害苦情の発生状況 
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平成27年度地区別苦情発生件数 

種類

地区 

大気汚染 水質

汚濁

土壌

汚染
騒音 振動

地盤

沈下
悪臭 その他 合計

ばい煙 粉じん ガス

川
崎
区

大師 1 2 0 0 0 1 0 0 5 0 9 

田島 2 2 0 0 0 2 1 0 3 0 10 

川崎 0 0 0 0 0 5 0 0 2 0 7 

小計 3 4 0 0 0 8 1 0 10 0 26 

幸区 4 4 0 0 0 4 1 0 4 0 17 

中原区 3 4 0 2 0 9 4 0 3 0 25 

高津区 1 3 0 5 0 6 0 0 8 0 23 

宮前区 6 2 0 14 0 5 4 0 7 0 38 

多摩区 4 0 0 4 0 6 0 0 7 0 21 

麻生区 11 1 0 2 0 14 0 0 3 0 31 

合計 32 18 0 27 0 52 10 0 42 0 181 

平成27年度地区別苦情発生件数 
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平成27年度発生源別苦情発生件数 

種類 

業種 

大気汚染 水質

汚濁

土壌

汚染
騒音 振動

地盤

沈下
悪臭 その他 合計

ばい煙 粉じん ガス

耕種農業 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0 3 
金属鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
石炭、原油等の鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
総合工事業 2 14 0 0 0 2 2 0 1 0 21 
その他の工事業 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 
食料品、飲料等製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
繊維工業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
木材・木製品製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

パルプ・紙・紙加工品製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
出版・印刷・同関連産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
化学工業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
石油・石炭製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
プラスチック製品製造業 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 
窯業・土石製品製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
鉄鋼・非鉄金属・金属製品 1 1 0 0 0 0 0 0 3 0 5 
機械器具製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他の製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
電気・ガス・熱供給業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
鉄道業 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 3 
道路旅客運送業 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 
道路貨物運送業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
航空運輸業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他の運輸・通信業 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 2 
卸売・小売業 1 0 0 0 0 1 0 0 5 0 7 
駐車場業 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 
専門サービス業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
飲食店 2 0 0 0 0 3 0 0 4 0 9 
飲食店のカラオケ 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 
旅館、その他の宿泊所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
洗濯・理容・浴場業 3 1 0 0 0 0 0 0 3 0 7 
生活関連サービス業 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 
娯楽業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
娯楽業のカラオケ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
ゴルフ場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
教育、学術研究機関 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 
医療業、保健衛生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
社会保険、社会福祉 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
自動車整備業 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 
機械・家具等修理業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
廃棄物処理業 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 3 
その他のサービス業 0 0 0 1 0 4 0 0 0 0 5 
神社、寺院等 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 
公務 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 8 
その他分類不能の業種 0 0 0 0 0 15 0 0 0 0 15 
個人・不明・その他 20 1 0 25 0 15 2 0 20 0 83 

合計 32 18 0 27 0 52 10 0 42 0 181 
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(4) 用途地域及び月別苦情件数 

用途地域別に見た苦情件数は、住居系地域が141件（77.9％）と最も多く、次いで準工

業地域の13件（7.2％）であった。 

月別苦情件数では4月の23件（12.7％）が最も多く、1月の8件（4.4％）が最も少なかっ

た。 

平成27年度用途地域別苦情発生件数 

 種類 

地域 

大気汚染 水質

汚濁

土壌

汚染
騒音 振動

地盤

沈下
悪臭 その他 合計

ばい煙 粉じん ガス

市
街
化
区
域

住居系地域 27 11 0 22 0 40 9 0 32 0 141 

近隣商業地域 1 2 0 3 0 0 0 0 3 0 9 

商業地域 0 1 0 0 0 6 0 0 0 0 7 

準工業地域 1 1 0 2 0 3 1 0 5 0 13 

工業地域 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

工業専用地域 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 2 

市街化調整区域 3 0 0 0 0 3 0 0 1 0 7 

合計 32 18 0 27 0 52 10 0 42 0 181 

平成27年度月別苦情発生件数 

種類 

月 

大気汚染 水質

汚濁

土壌

汚染
騒音 振動

地盤

沈下
悪臭 その他 合計

ばい煙 粉じん ガス

４月 2 1 0 4 0 14 0 0 2 0 23 

５月 2 0 0 2 0 7 2 0 3 0 16 

６月 1 0 0 2 0 9 2 0 1 0 15 

７月 0 2 0 1 0 2 1 0 6 0 12 

８月 1 2 0 3 0 5 0 0 5 0 16 

９月 3 3 0 2 0 3 1 0 6 0 18 

１０月 4 0 0 5 0 2 0 0 4 0 15 

１１月 5 0 0 1 0 5 2 0 4 0 17 

１２月 6 4 0 1 0 1 0 0 5 0 17 

１月 5 2 0 0 0 0 0 0 1 0 8 

２月 1 2 0 2 0 3 2 0 2 0 12 

３月 2 2 0 4 0 1 0 0 3 0 12 

合計 32 18 0 27 0 52 10 0 42 0 181 
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２ 公害苦情処理の状況 

平成27年度内に解決した苦情は、前年度までの未解決分を含めて292件あり、種類別に見

ると、騒音が201件（68.8％）、次いで水質汚濁が27件（9.2％）であった。 

区別では麻生区が112件（38.4％）で最も多く、次いで宮前区が62件（21.2％）であった。

また、解決方法別において発生源側が講じた防止対策として、操業・行為の終了が22件

（7.5％）、当事者間の話合いが6件（2.1％）であった。 

月別では、3月が211件（72.3％）で最も多かった。 

平成27年度地区別苦情処理件数 

種類

地区 

大気汚染 水質

汚濁

土壌

汚染
騒音 振動

地盤

沈下
悪臭 その他 合計

ばい煙 粉じん ガス

川
崎
区

大師 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 3 

田島 1 0 0 0 0 3 2 0 0 0 6 

川崎 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 4 

小計 1 0 0 0 0 10 2 0 0 0 13 

幸区 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2 

中原区 0 2 0 3 0 17 4 0 5 0 31 

高津区 0 3 0 5 0 23 5 0 2 0 38 

宮前区 0 0 0 10 0 49 3 0 0 0 62 

多摩区 0 0 0 7 0 23 2 0 2 0 34 

麻生区 11 3 0 2 0 77 5 0 14 0 112 

合計 12 8 0 27 0 201 21 0 23 0 292 

平成27年度解決方法別苦情処理件数 

種類

解決方法 

大気汚染 水質

汚濁

土壌

汚染
騒音 振動

地盤

沈下
悪臭 その他 合計

ばい煙 粉じん ガス

事業所の移転 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 3 

機械・施設の改善 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 3 

故障の修理・復旧 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

作業方法・使用方法の改善 0 0 0 3 0 2 0 0 0 0 5 

営業・操業時間の改善 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

操業・行為の中止 0 0 0 1 0 1 1 0 1 0 4 

当事者間の話合い 0 0 0 0 0 4 2 0 0 0 6 

申立人説得 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

原因物質の撤去・回収 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 2 

発生源不明（一過性現象) 2 0 0 21 0 0 0 0 4 0 27 

操業・行為の終了 1 8 0 0 0 9 3 0 1 0 22 

その他 9 0 0 1 0 181 15 0 12 0 218

合計 12 8 0 27 0 201 21 0 23 0 292
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平成27年度月別苦情処理件数 

種類 

月 

大気汚染 水質

汚濁

土壌

汚染
騒音 振動

地盤

沈下
悪臭 その他 合計

ばい煙 粉じん ガス

 ４月 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

 ５月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 ６月 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

 ７月 0 1 0 7 0 1 0 0 0 0 9 

 ８月 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

 ９月 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

１０月 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

１１月 1 6 0 4 0 0 0 0 3 0 14 

１２月 11 1 0 0 0 1 0 0 19 0 32 

 １月 0 0 0 5 0 0 0 0 1 0 6 

 ２月 0 0 0 0 0 9 3 0 0 0 12 

 ３月 0 0 0 3 0 190 18 0 0 0 211 

合計 12 8 0 27 0 201 21 0 23 0 292 

第２節 法令等に基づく改善指導の状況 

１ 文書又は口頭による改善指導 

平成27年度は、文書又は口頭による改善指導については936件であった。これを現象別に

見ると、大気汚染の634件、水質汚濁の9件、騒音振動の251件、悪臭の42件であった。 

地区

項目 

川 崎 区 
幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 合計

大師 田島 川崎 

大 気 汚 染 41 22 53 66 142 83 73 68 86 634

水 質 汚 濁 6 1 0 0 2 0 0 0 0 9

騒 音 振 動 13 9 20 33 54 57 32 22 11 251

悪 臭 5 3 2 5 4 9 7 4 3 42

合 計 65 35 75 104 202 149 112 94 100 936

２ 法令等に基づく改善命令、停止命令等 

平成27年度は、法令等に基づく改善命令、停止命令等の発令は0件であった。 
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第12章 公害防止資金の融資 

第１節 融資制度 

昭和34年1月に制定した「川崎市公害除去施設助成要綱」を、昭和47年に「川崎市公害防止資金融資

要綱」と改め、中小企業者に対して、公害防止施設の設置や改善、工場移転及び低公害設備等の購入

などに必要な資金の融資をあっせんし、融資に係る利子補給を行っている。 

公害防止資金融資制度

平成27年4月1日現在

根  拠 川崎市公害防止資金融資要綱 

対  象  者
○中小企業基本法第2条に規定する中小企業 

○中小企業等協同組合法第3条に規定する中小企業等協同組合 

資   格 市内に、施設の整備を必要とする工場等を引き続き1年以上有することなど 

融 資 の 対 象

①公害の発生を防止するために必要な設備の設置又は改善 

②公害の発生を防止するために必要な工場又は事業場の移転 

③低公害な生産設備、貨物自動車又はバスの購入※

④土壌汚染対策 

限  度  額 ○会社及び個人 5千万円    ○協同組合 1億円 

利    率 上記①②④長期プライムレート + 0.3％以内 ③長期プライムレート + 0.1％以内 

融 資 期 間

○300万円以下の場合  3年以内    

○300万円を超える場合 5年以内 

○600万円を超える場合 10年以内（ただし、低公害設備等にあっては5年以内） 

担 保 等
原則として、法人は代表者を連帯保証人とし、個人事業主は不要である。また、担保は必要

に応じて付ける。 

信 用 保 証 原則として、川崎市信用保証協会の信用保証を付する。 

※ 融資の対象となる低公害設備等 

・低NOx燃焼施設等 

・テトラクロロエチレン処理装置一体型ドライクリーニング施設 

・九都県市指定低公害車の購入

公害防止資金利子補給制度 

根  拠 川崎市公害防止資金利子補給要綱 

対  象  者 川崎市公害防止資金融資要綱に基づき融資を受けた者（土壌汚染対策を除く。） 

補 給 内 容
融資期間に支払った約定利子の全額（ただし、低公害設備等については約定利子の2分の1

相当額）を補助 
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第２節 融資状況 

昭和47年に制定した「川崎市公害防止資金融資要綱」以降の融資延件数は、218件（24億9,126万

円）である。このうち公害防止施設の設置や改善が108件（10億9,067万円）、工場移転が59件（9億

5,110万円）、低公害設備等の購入（低公害車の購入を含む。）が51件（4億4,949万円）となっている。 

年度別の推移を見ると、融資件数、融資額とも最も多いのは、昭和53年度の21件（1億9,740万円）

であるが、これは鋳造関係の工場が工業団地へ集団移転したことによるものである。 

次に、融資状況の累計を公害の現象別に見ると、

騒音・振動が76件（10億5,538万円）と最も多く、

全体の34.9％（金額では42.3％）を占めている。特

に移転が51件と多いのは、施設の設置や改善だけで

は対策が十分とはいえないことを示している。大気

汚染は78件（7億2,914万円）で全体の35.8％（金額

では29.3％）を占めており、このうち51件が低公害

設備等の購入、また、23件が施設の設置や改善とな

っている。水質汚濁は64件（7億0,674万円）で全体

の29.3％（金額では28.4％）を占めており、このう

ち60件が施設の設置や改善となっている。 

公害現象別融資状況（累計） 

対策現象別公害防止資金融資実績 

（単位：千円）

公害現象
年度 対策
昭和47 206,950 (22) 528,170 (54) 232,680 (25) 967,800 (101)
～ 66,500 (4) 61,900 (4) 822,700 (51) 951,100 (59)

平成10 321,593 (38) 0 (0) 0 (0) 321,593 (38)
11 6,195 (1) 44,080 (4) 0 (0) 50,275 (5)
～ 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
15 6,800 (1) 0 (0) 0 (0) 6,800 (1)

16 0 (0) 35,000 (1) 0 (0) 35,000 (1)
～ 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
20 99,100 (10) 0 (0) 0 (0) 99,100 (10)

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
21 0 (0) 37,590 (1) 0 (0) 37,590 (1)
～ 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
25 22,000 (2) 0 (0) 0 (0) 22,000 (2)

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
26 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
～ 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
27 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
213,145 (23) 644,840 (60) 232,680 (25) 1,090,665 (108)
66,500 (4) 61,900 (4) 822,700 (51) 951,100 (59)

449,493 (51) 0 (0) 0 (0) 449,493 (51)
0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

729,138 (78) 706,740 (64) 1,055,380 (76) 2,491,258 (218)
（注） 　（　）内数字は、融資件数

（注） 　平成17年度から土壌汚染対策が加わった。

計

小計

施設の設置等

土壌汚染対策

施設の設置等

土壌汚染対策

施設の設置等

移　　　　転
低公害設備等

2,240,493 (198)

移　　　　転
低公害設備等

移　　　　転
低公害設備等

59,590 (3)
移　　　　転
低公害設備等

低公害設備等

57,075

合計（件数）大気汚染 水質汚濁 騒音･振動 小　　計

土壌汚染対策

施設の設置等

施設の設置等

(6)

土壌汚染対策

移　　　　転
低公害設備等

134,100 (11)

施設の設置等

0 (0)
移　　　　転

施設の

設置等

(25件)

移転

(51件) 

施設の

設置等

(23件) 

移転

(4件) 

低公害

設備等

(51件)

施設の

設置等

(60件) 

移転

(4件)
水質汚濁

64件

騒音・振動

76件

大気汚染

78件

合計
218件
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第13章 地球環境問題への対応 

第１節 地球環境問題と川崎市の取組 

１ 地球環境問題とは 

地球環境問題とは、被害や影響が一地域にとどまらずに地球的規模まで広がり、その解決のため

には国際的な取組が必要とされる問題で、地球温暖化、オゾン層の破壊、森林の減少・劣化、酸性

雨、砂漠化などが代表的なものとして挙げられる。これらの問題は、それぞれが複雑に絡み合って

いるだけでなく、その被害や影響が将来の世代にまでつながる。地球環境問題は、人類の活動が飛

躍的に拡大し、地球の持つ自浄作用を超え、生態系のバランスを狂わせたことが原因となっている。 

次々と顕在化するこれらの地球環境問題に対応するため、平成4年（1992年）にブラジルのリオデ

ジャネイロで「環境と開発に関する国連会議（地球サミット）」が開催されたのを皮切りに、国際的

な地球温暖化防止への取組が活発化してきた。特に平成9年（1997年）に京都で開催された気候変動

枠組条約第3回締約国会議（COP3）においては、先進国全体で平成20年（2008年）から平成24年（2012

年）までの期間において、平成2年（1990年）レベルより温室効果ガス排出量を5.2％削減するとの

合意が得られ、日本は6％の排出量削減が義務付けられた。この京都議定書は平成17年（2005年）2

月に発効した。COP3での京都議定書の採択を受け、国、地方公共団体、事業者、国民が一体となっ

て地球温暖化対策に取り組むための枠組みを定めた温対法（地球温暖化対策の推進に関する法律）

が平成10年（1998年）10月に制定された。これは地球温暖化防止を目的とする世界最初の法律であ

る。 

京都議定書の第1約束期間の終了が迫る中、平成24年（2012年）11月にカタールのドーハで国連気

候変動枠組条約第18回締約国会議（COP18）が開催され、京都議定書の平成25年（2013年）から平成

32年（2020年）の第2約束期間の各国の削減目標が新たに定められた。しかし、日本は一部の国が参

加する枠組みを固定化することは、公平かつ実効的な枠組みにつながらないことから、第2約束期間

に参加をしていない。 

そして、「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）は平成25年（2013年）から平成26年（2014年）

にかけて第5次評価報告書を公表し、気候システムの温暖化については疑う余地がなく、人為起源の

温室効果ガスの排出が20世紀半ば以降に観測された温暖化の支配的な原因であった可能性が極めて

高いと報告している。将来予測に係る4つのシナリオのうち温室効果ガスの排出抑制を行わないシナ

リオでは、21世紀末までに気温は2.6～4.8℃上昇、海面水位は0.45～0.82 m上昇すると予測してい

る。 

こうした中、平成27年（2015年）12月にフランスのパリで開催された第21回締約国会議では、気

候変動の深刻な影響を抑えるためには、気温上昇を産業革命以前と比べ2℃未満とする必要があり、

世界共通の長期目標として2℃以内に抑えること、更に1.5℃までに抑える努力をすることなどを目

標とした「パリ協定」が合意された。国においては同年7月に条約事務局に提出した「日本の約束草

案」を踏まえ、平成28年（2016年）5月に地球温暖化対策計画を策定した。平成32年（2020年）以降

の温室効果ガス削減に向けた我が国の約束草案は、エネルギーミックスと整合的なものとなるよう、

技術的制約、コスト面の課題などを十分に考慮した裏付けのある対策・施策や技術の積み上げによ

る実現可能な削減目標として、国内の排出削減・吸収量の確保により、平成42年度（2030年度）に

2013年度比▲26.0％（2005年度比▲25.4％）の水準（約10億4,200万t-CO２）にすることとしている。
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２ 川崎市における地球環境問題への制度上の対応 

 (1) 「川崎市環境基本計画」 

   平成6年に策定した「川崎市環境基本計画」においては、望ましい環境像の一つとして「地球環

境にやさしい持続可能な循環型のまち」を掲げ、地球環境への配慮に地域から取り組む循環型の

まちを実現するため、地球温暖化対策、酸性雨対策、オゾン層の保護についての施策の方向性を

明示した。特に温暖化物質の一つである二酸化炭素については、具体的指標を定め、排出抑制に

努めることを規定した。 

また、平成13年度に行った「川崎市環境基本計画」の改定において、「地球温暖化防止対策の推

進」を重点分野の一つとして掲げ、平成22年（2010年）における市内の二酸化炭素等の排出量を

平成2年（1990年）レベルに比べ6％削減することを目標とし、重点的な取組を推進していくこと

としている。 

さらに、現行計画の公表後に、地球温暖化問題をはじめとした環境を取り巻く状況や社会経済

動向などが大きく変化したことから、これらに対応する計画とするため、「川崎市環境基本計画」

の改定を行った。 

 (2) 「川崎市地球温暖化対策地域推進計画」 

   平成10年に、川崎市における地球温暖化防止のための具体的な行動指針等を示した「川崎市の

地球温暖化防止への挑戦」が市民、事業者、学校、行政の協働により策定された。 

その後、平成16年3月に、「川崎市環境基本計画」の改定や我が国の京都議定書の批准等、地球

環境問題を取り巻く状況の変化を踏まえた改定を行い、「川崎市地球温暖化対策地域推進計画」を

策定した。その後、本計画は、平成22年度に新たに策定した「川崎市地球温暖化対策推進基本計

画」に引き継がれた。 

 (3) 「川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例（公防条例）」 

   平成12年に改正された公防条例では、地球温暖化、酸性雨、オゾン層の破壊を対象分野とし、

地球温暖化については、市民又は事業者に対し、温暖化物質の排出抑制に関する努力義務を課し

たほか、一定規模以上の事業所に対する温暖化物質排出量の把握等の義務付け、温暖化物質の排

出抑制に関する市の指針の策定等が規定された。また、オゾン層の保護については、事業者が行

うオゾン層破壊物質の排出の防止に係る取組の支援のため、市はオゾン層破壊物質の適切な回

収・処理等についての指針を定め、必要な指導及び助言を行うこと等が規定された。 

その後、この条例は、「川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例（温対条例）」の制定に伴い、

一部改正され、規定の必要な整備を行った。 

 (4) 「川崎市建築物環境配慮制度」 

川崎市の基本構想に掲げる「環境に配慮し循環型のしくみをつくる」という政策の基本方向に

沿って、サステナブルな（持続可能な）建築物を普及促進するため、建築物の建築に際し、建築

主に対して環境への配慮に関する自主的な取組を促し、地球温暖化その他環境への負荷の低減を

図ることを目的として、平成18年10月に創設した。また、建築物の環境性能を評価し格付する

手法として建築環境総合性能評価システム（CASBEE 川崎）が開発されている。その後、平成 27

年4月からは戸建住宅を対象とした建築物環境配慮制度（CASBEE戸建制度）を開始している。 

なお、平成25年4月からはまちづくり局建築指導課が制度を所管している。 
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(5) 「カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略（ＣＣかわさき）」 

   平成20年2月に、「環境」と「経済」の調和と好循環を推進し、持続可能な社会を地球規模で実

現するため次の3つの柱を全市をあげて取り組むという今後の本市の地球温暖化対策の基本的な

考え方を発表しており、これに基づき地球温暖化対策を推進している。 

  Ⅰ 川崎の特徴・強みを活かした環境対策の推進 

  Ⅱ 環境技術による国際貢献の推進 

  Ⅲ 多様な主体の協働によりCO２削減の取組の推進 

  また、平成20年7月にＣＣかわさきの推進組織として川崎温暖化対策推進会議（ＣＣ川崎エコ会

議）を結成しており、川崎のみならず地球規模での地球温暖化防止に向けて、市民や事業者など

が一丸となって取り組んでいる。 

(6) 「川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例（温対条例）」 

   平成21年12月に、川崎市の特徴を踏まえながら、長期的な視点にたって、全市的に地球温暖化

対策を推進していくための「地球温暖化対策のルール」として、温対条例を公布し、平成22年4

月から施行している。 

条例では、地球温暖化対策の推進に関する計画の策定、事業活動に係る地球温暖化対策等、環

境技術による国際貢献の推進その他必要な事項を定めており、地球温暖化対策を総合的かつ計画

的に推進し、温室効果ガスの排出抑制等を図っている。 

(7) 「川崎市地球温暖化対策推進基本計画及び実施計画」の策定 

   温対法改正などの国内外の状況等を踏まえ、本市の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進

するため、これまでの「川崎市地球温暖化対策地域推進計画」を改定するとともにエコオフィス

計画を統合し、平成22年度に「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」及び「実施計画」を策定し

た。計画では、市域内の温室効果ガスを削減していくとともに本市に蓄積された環境技術を活用

し、地球全体の温室効果ガスの削減に貢献することで、平成2年（1990年）度比で市域における25％

以上に相当する温室効果ガスの削減を目指すことを削減目標としている。また、平成25年度に実

施計画（第1期間）の計画期間の終了を受け、後継計画として計画期間を平成26年度～平成28年度

とする実施計画（第2期間）を策定した。 

第２節 川崎市における地球環境問題への具体的な取組 

１ 温室効果ガス排出量の把握 

川崎市では、毎年市域から排出される温室効果ガス排出量の推計を行っており、現時点では平成

25年度（2013年度）（改定値）及び平成26年度（2014年度）（暫定値）が最新の算定結果となる。 

市内の温室効果ガス総排出量は、平成25年度（2013年度）（改定値）で2500.3万トンCO２、平成26

年度（2014年度）（暫定値）で2,413.0万トン CO２となっており、基準年度（1990年度）の総排出量

2,923.4万トン CO２と比べ、平成25年度（2013年度）（改定値）で14.5％、平成26年度（2014年度）

（暫定値）で17.5％のそれぞれ減少となっている。 

ガス別の比較では、メタン、一酸化二窒素の排出量は、基準年度と比べて増加し、二酸化炭素、

ハイドロフルオロカーボン類、パーフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄については減少している。 
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市内温室効果ガス排出量経年推移 

このうち、温室効果ガス排出量の大部分を占める二酸化炭素排出量は、平成25年度（2013年度）

（改定値）が2,474.2万トンCO２、平成26年度（2014年度）（暫定値）が2,389.4万トンCO２となって

おり、基準年度と比較した場合、平成25年度（2013年度）で7.4％の減少、平成26年度（2014年度）

で10.5％の減少となっている。 

部門別で見ると、排出割合では、産業部門が7割以上を占め、大きな排出源となっている。次に大

きな排出割合となっているのは民生部門（業務系）の9.0％で、以下、民生部門（家庭系）、運輸部

門が続いている。 

２ 「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」の推進 

「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」を推進するため、市民、事業者、行政の各主体がそれぞ

れ積極的に地球温暖化対策に取り組むとともに、各主体が協働して取組を推進している。 

(1) 「川崎温暖化対策推進会議（ＣＣ川崎エコ会議）」 

  ア 会議の構成員 

理事 35名、アドバイザー 1名、会員 103団体（平成28年3月末現在） 

  イ 取組の概要 

温室効果ガス排出量（万トンCO２） 基準年との比較（％） 

基準年度 2013年度 2014年度 2013年度 2014年度 

温室効果ガス総排出量 2,923.4  2,500.3 2,413.0 -14.5％ -17.7％ 

内

訳

二酸化炭素 2,670.7  2,474.2  2,389.4 -7.4％ -10.5％ 

メタン 1.5  2.6 2.6 69.6％ 67.7％ 

一酸化二窒素 7.5  12.8 9.7 70.8％ 29.6％ 

HFCs 31.9  5.1 5.1 -83.9％ -83.9％ 

PFCs 20.7  2.9 2.1 -86.1％ -89.7％ 

六ふっ化硫黄 191.1  2.7 4.1 -98.6％ -97.8％ 

市内の二酸化炭素排出量の部門別構成比 
（2014年度暫定値ベース） 
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    ＣＣかわさきホームページやメールマガジンの配信とともに、シンポジウムの開催や川崎国

際環境技術展における展示の実施などを通じて情報発信を進めたほか、市民や市内事業者に節

電・省エネなどスマートライフスタイルへの転換を呼びかける等により低炭素社会の実現に向

けた取組を進めた。 

(2) 地域住民等との連携体制 

ア 川崎市地球温暖化防止活動推進センター 

    平成22年12月に川崎市地球温暖化防止活動推進センターを指定し、平成23年1月に高津市民館

内にＣＣかわさき交流コーナーを開設した。ＣＣかわさき交流コーナーでは地球温暖化に関す

る毎月のテーマ展示・ミニ講座の実施等の情報発信に取り組んだほか、町内会・自治会等での

省エネ・節電学習会の開催や家庭における省エネ診断及びアドバイスの実施により節電・省エ

ネの普及啓発を推進した。 

  イ 川崎市地球温暖化防止活動推進員 

    平成23年4月から川崎市地球温暖化防止活動推進員制度を開始し、平成27年度は80名の推進員

が環境イベントへの出展や小学校への出前講座などを通じて温暖化対策や省エネ・節電の普及

啓発を行った。推進員を中心とした、次の6つのプロジェクトが様々な実践活動を行った。 

   (ｱ) グリーンコンシューマーグループかわさき 

     商業施設でのエコツアーの開催やエコショッピングクッキング実習、各種イベントでのマ

イバッグ作りの実施、講演会開催などを通して、グリーンコンシューマーの普及啓発を行っ

た。 

   (ｲ) ソーラーチーム 

     小学校の出前講座やイベントなどでのソーラークッキングを実施するなど、自然エネルギ

ーの普及啓発活動を行うとともに、公共施設の自然エネルギー調査（主に太陽光発電）の調

査などを行った。 

   (ｳ) 省エネグループ 

     市立小学校へアンケートをとり、希望した学校の5年生全員に「エコライフチャレンジ」を

配布し、取組を推進した。小学校や町内会などで省エネ・節電をテーマとした出前講座を実

施するとともに、環境イベントなどへ出展し、普及啓発を行った。 

  (ｴ) 3Ｒ推進プロジェクト 

  各種イベントへの出展や町内会・自治会向け環境学習会の開催など 3Ｒの推進に向けて普

及啓発を行った。 

  (ｵ) 環境教育・学習開発実践プロジェクト 

  環境教育、環境学習に関する新しいプログラム、教材の開発の検討を進めるとともに、小

学校での出前講座を実施した。 

(ｶ) 新規分野開拓プロジェクト 
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  イベント等で市民への水素エネルギーに関する関心度調査を実施したほか、講演会・ワー

クショップの開催などを通して新しい分野での地球温暖化対策の検討を進めた。 

(3) 川崎市温暖化対策庁内推進本部 

   市長を本部長とし、市域における地球温暖化の現状把握及び対策方針、地球温暖化対策の推進

に関する関係部局の調整などを所掌するほか、推進本部の所掌の円滑な運営を図るため、4つの部

会（市の率先行動推進部会、国際貢献推進部会、地域行動推進部会、低炭素都市推進部会）を置

き、活動を推進している。 

   平成27年度は、「川崎市地球温暖化対策推進計画（ＣＣかわさき推進プラン）」に基づく取組を

着実に実施した。 

３ 太陽エネルギーの普及拡大 

(1) 川崎大規模太陽光発電所（メガソーラー） 

川崎市と東京電力株式会社の共同事業で、川崎市の浮島と扇島の両地区において、合計出力約 

2万kW、全国に先駆けて建設されたメガソーラーが稼働している。また、浮島太陽光発電所の隣

接地において「かわさきエコ暮らし未来館」を運営し、太陽光発電などの再生可能エネルギー、

ごみなどの資源循環についての普及啓発を行っている。 

(2) 太陽熱利用設備のモデル導入 

太陽熱利用設備の公共施設への率先導入を図るため、お風呂の使用や給食の食器洗いなど温熱

需要の大きな施設へモデル的に導入し、二酸化炭素排出量削減の取組を進めている。現在、多摩

老人福祉センター、大戸小学校及び高津スポーツセンターの3施設に太陽熱利用設備が設置されて

いる。 

(3) 川崎市住宅用創エネ・省エネ・蓄エネ機器導入補助金 

太陽エネルギー等の普及拡大及び地球温暖化防止の促進を目的に、住宅用の創エネ・省エネ・

蓄エネ機器（太陽光発電システム、太陽熱利用システム、家庭用燃料電池システム、定置用リチ

ウムイオン蓄電システム）に対して補助金を交付している。 

平成27年度の補助金交付実績は、太陽光発電システムが303件（個人住宅296件、共同住宅7件）、

太陽熱利用システムが6件、家庭用燃料電池システムが401件、定置用リチウムイオン蓄電システ

ムが40件。 

４ 川崎市建築物環境配慮制度

(1) 川崎市建築物環境配慮制度の目的 

建築物環境配慮制度は、川崎市の基本構想に掲げる「環境に配慮し循環型のしくみをつくる」

という政策の基本方向に沿って、サステナブル建築を普及促進するため、建築物の建築に際し、

建築主に対して環境への配慮に関する自主的な取組を促し、次の観点から、地球温暖化その他環

境への負荷の低減を図ることを目的としている。 

■ エネルギー消費量の削減 

■ 資源の循環による廃棄物の発生抑制、再利用・再生利用の促進 

■ 地域環境への負荷の低減 

■ 環境品質が高い建築物の普及促進 
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■ 身近な緑の創出 

■ 建築物の環境配慮に関する技術の開発及び普及の促進 

■ 建築物の環境配慮に関する情報の提供と社会的理解の定着 

(2) 根拠法令等 

・ 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例 （平成11年川崎市条例第50号、平成24年一部

改正） 

・ 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則 （平成12年川崎市規則第128号、平

成18年一部改正） 

・ 建築物環境配慮指針（平成18年3月1日川崎市告示第69号） 

・ 分譲共同住宅環境性能表示基準（平成18年3月1日川崎市告示第70号） 

(3) 届出対象建築物 

環境配慮の取組内容の届出対象となる建築物については、次のとおり。 

ア  特定建築物 

床面積（増築又は改築の場合にあっては、当該増築又は改築に係る部分の床面積）の合計が

2,000 m２以上の建築物（一戸建ての住宅・長屋を除く。） 

→ 特定建築物環境計画書により、環境配慮の取組を提出しなければならない。 

イ  特定外建築物 

床面積（増築又は改築の場合にあっては、当該増築又は改築に係る部分の床面積）の合計が

2,000 m２未満の建築物（一戸建ての住宅・長屋を除く。） 

→ 特定外建築物環境計画書により、環境配慮の取組を自主的に提出することができる。 

(4) 環境配慮の範囲 

建築物による環境への負荷を低減するという目的から、建築物が、敷地外に対して及ぼす大気

汚染や騒音発生、エネルギー・資源消費など、環境負荷を低減する必要のある項目を環境配慮の

対象とする。 

また、建築物を使用する者にとって重要な室内環境、建築物の長寿命化のために必要な維持管

理のしやすさや耐久性など、建築物の品質、性能（環境品質）についての項目もあわせて環境配

慮の対象とする。 

(5) 環境配慮の取組の評価基準CASBEE川崎 

建築物の環境配慮では、多岐にわたる項目について総合的に評価する必要があること、また、

市民にわかりやすく環境配慮の取組に関する情報を提供する必要があることから、次に述べる「建

築環境総合性能評価システム（CASBEE：Comprehensive Assessment System for Built Environment 

Efficiency）」を評価手法に採用する。 

建築環境総合性能評価システム（CASBEE）では、建築物敷地境界等による仮想境界で区分され

た内外二つの空間を想定し、境界内部の建築物の環境品質に係る要素（Ｑ：Quality）、境界を越

えて外部に与える環境負荷に係る要素（Ｌ：Load）のそれぞれの環境配慮項目について取組を点

数化して評価する。これらを統合し、次式で示される建築物の環境性能効率（BEE：Built 
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Environment Efficiency）という数値を用いて、建築物の環境性能を総合的に評価するシステム

となっている。 

建築物の環境性能効率（BEE）は、環境品質（Ｑ）を向上させ、また外部への環境負荷（Ｌ）を

低減するほど高くなる。 

建築物の環境性能をBEEの値により、高い順から、Ｓ、Ａ、Ｂ⁺、Ｂ⁻、Ｃの5つのランクに分類

することができる。 

建築環境総合性能評価システム（CASBEE）にはいくつかの種類があるが、このうち、「CASBEE-

建築（新築）」を基本として、川崎市の地域特性や関連する諸制度における取組を踏まえて一部

編集し直したシステムが「CASBEE川崎」である。 

この枠組みで環境配慮の取組について建築主が自己評価を行い、「建築物環境計画書」を作成

する。 

〈 ＣＡＳＢＥＥのイメージ 〉 

(6) 川崎市における建築物環境配慮の重点項目（川崎市の重点項目） 

CASBEE 川崎には、建築物の環境性能を総合的に評価するため、多数の環境配慮項目があるが、

川崎市の地域性等を踏まえ、建築に際して特に取組を推進するべき4つの重点項目を設けている。 

ア  緑の保全・回復に関する項目 

建築物の環境性能効率 BEE = 
環境品質Ｑ（Quality） 

外部環境負荷Ｌ（Load）

ランク 評価 

Ｓ Excellent  素晴らしい 

Ａ Very Good 大変良い 

Ｂ⁺ Good     良い 

Ｂ⁻ Fairly Poor やや劣る 

Ｃ Poor     劣る 

建築物の環境性能効率BEE 

仮想境界 

敷地境界

BEE＝

環境品質
Q（Quality）

外部環境負荷
L（Load）

室内環境

サービス性能

室外環境（敷地内）

エネルギー

資源・マテリアル

敷地外環境

より良い環境品質（Ｑ）の建築物を、より少ない外部環境負荷（Ｌ）で実現するための評価システム
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敷地内の緑化地の創出やヒートアイランド対策にも寄与する屋上緑化の普及を図るという

観点から、室外環境（敷地内）のうち、緑に関連する項目を活用して、都市部において多様な

生物の生息・生育環境となる緑地を確保するとともに、暑熱環境を緩和する敷地内の緑地、水

面等を確保し、潤いのある緑化空間の創出に関する取組を進める。 

イ  地球温暖化防止対策の推進に関する項目 

平成17年2月に京都議定書が発効し、6％削減約束の達成に向け、平成17年4月に京都議定書

目標達成計画が閣議決定される等の更なる取組が求められており、二酸化炭素等の温室効果ガ

スの排出量を抑制するという観点から、エネルギーの項目を活用して、エネルギー消費量を削

減し、二酸化炭素排出量の抑制に関する取組を進める。 

ウ  資源の有効活用による循環型地域社会の形成に関する項目 

廃棄物の発生抑制とともに、再資源化率の向上を図るという観点から、サービス性能と資

源・マテリアルのうち、耐用性や資源の再利用効率の高さに関する項目を活用して、資源の再

利用や廃棄物の再利用・再生利用に関する取組を進める。 

エ  ヒートアイランド現象の緩和に関する項目 

近年、都市部における気温の上昇による様々な影響が顕在化しているが、環境配慮型の都市

構造を形成し、住み良い都市気温を保つという観点から、室外環境（敷地内）と敷地外環境の

項目を活用して、人工被覆物の改善と人工排熱の低減に関する取組を進める。 

(7) 川崎市における自然エネルギー利用検討 

  平成21年度に温対条例を制定し、川崎市における今後の地球温暖化対策についての基本的な考

え方をまとめており、その考え方の中で再生可能エネルギー利用の努力義務が位置づけられてい

る。 

 このため、建築主に太陽光や風力など自然エネルギーの利用を検討する機会を提供するととも

に、その利用を促すことを目的とし、建築物環境計画書の一部に自然エネルギー利用検討の結果

をまとめた「自然エネルギー利用検討シート」を作成し提出する。 

(8) 届出の手続 

   「特定建築物の新築、増築又は改築をしようとする建築主（以下「特定建築主」という。）」

は「特定建築物環境計画書」を作成し、建築確認申請又は計画通知をしようとする日の21日前ま

でに市長に提出しなければならない。 

   また、「特定外建築物の新築等をしようとする建築主（以下「特定外建築主」という。）」も

同様に「特定外建築物環境計画書」を作成し、建築確認申請又は計画通知をしようとする日の21

日前までに市長に提出することができる。 

   特定（特定外）建築物環境計画書に記載されている事項を変更する場合は、「特定（特定外）

建築物環境計画書変更届出書」を届け出なければならない。 

   特定（特定外）建築物の新築等を取りやめた場合については「特定（特定外）建築物取りやめ

届出書」により、速やかにその旨を届け出なければならない。 

   特定（特定外）建築物の新築等に係る工事が完了した場合については、「特定（特定外）建築
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物工事完了届出書」により、速やかにその旨を届け出なければならない。 

   届け出た特定（特定外）建築物環境計画書等の概要は、担当窓口（まちづくり局建築指導課）

及び川崎市のホームページで公表する。 

公表する内容は次のとおりである。 

ア 特定（特定外）建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

イ 特定（特定外）建築物の名称及び所在地 

ウ 設計者の氏名、建築士事務所名 

エ 特定（特定外）建築物の概要 

オ 特定（特定外）建築物に係る環境負荷低減措置等に関する事項等 

CASBEE川崎の 

①  スコアシート 

②  評価結果シート 

③  重点項目についての環境配慮概要シート 

ホームページ：http://www.city.kawasaki.jp/jigyou/category/76-6-2-0-0-0-0-0-0-0.html 
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特定建築主等 

（建築物環境計画書の届出をする方） 

指導・助言 

特定（特定外）建築物環境計画書 

（計画）概要の公表 

建築確認申請又は計画 

通知をしようとする日の 

21日前まで 

環境配慮義務 

提出 工事完了の届出 

特定建築物等の計画 

指導・助言 

特定（特定外）建築物環境計画書 

（変更）概要の公表 

建築物環境配慮指針 

提出 

川 崎 市 

特定（特定外）建築物環境計画書 

の作成、提出 

特定（特定外）建築物環境計画書 

（完了）概要の公表 

変更に係る工事着手 

予定日の15日前まで

工事が完了したときは 

速やかに

提出 

特定（特定外）建築物環境計画書 

変更の届出 

建築物環境計画書の届出手続の流れ



○第 13 章 地球環境問題への対応○ 

- 173 -

 (9)評価結果の公表 

   CASBEE川崎による評価結果は下図のシートのように出力され、これらを公表の対象とする。 

ライフサイクル

ＣＯ２計算結果

環境品質（Ｑ）

の評価結果

環境負荷

低減性

（Ｌ）の

評価結果

ＢＥＥ（Ｑ／Ｌ）の

評価結果と

ランク分け

建築物の概要

評価結果の

レーダーチャート

CASBEE評価結果シート 
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(10)分譲共同住宅環境性能表示 

   分譲共同住宅環境性能表示は、特定（特定外）建築物のうち分譲共同住宅の環境性能に関する

情報を、分譲共同住宅を購入しようとする方に提供するものである。 

ア 分譲共同住宅環境性能表示の目的 

(ｱ) 分譲共同住宅の購入者に環境に配慮した建築物に関する選択肢を提供すること 

(ｲ) 特定（特定外）分譲共同住宅建築主の自主的な環境配慮の取組や販売受託者の協力を促す

こと 

(ｳ) 環境に配慮した分譲共同住宅が高く評価される市場の形成を図ること 

イ 対象となる分譲共同住宅 

(ｱ) 特定建築物であるもの 

特定建築物（床面積の合計が2,000 m２以上の建築物の新築等）のうち、分譲共同住宅の用

途の建築物 

→ 販売を目的とした広告をしようとするときは、広告中に分譲共同住宅環境性能表示を表

示し、その旨を届け出なければならない。（広告への表示義務及び表示をした場合の届出義

務がある。）また、分譲共同住宅を購入しようとする者に対し、その分譲共同住宅の環境性

能を説明するよう努めなければならない。 

(ｲ) 特定外建築物であるもの 

特定外建築物（床面積の合計が2,000 m２未満の建築物の新築等）のうち、分譲共同住宅の

用途の建築物 

→ 販売を目的とした広告をしようとするときは、広告中に分譲共同住宅環境性能表示を自

主的に表示することができる。（広告への表示義務はないが、表示することを推奨する。ま

た、表示をした場合には届出義務がある。）また、広告への分譲共同住宅環境性能表示の有

無にかかわらず、分譲共同住宅を購入しようとする者に対し、その分譲共同住宅の環境性

能を説明するよう努めなければならない。 

ウ 分譲共同住宅環境性能表示 

特定外建築物のうち分譲共同住宅について、分譲共同住宅環境性能表示を広告へ表示するに

は、事前に特定外建築物環境計画書を提出していることが必要となる。 

表示内容は、建築物環境計画書の取組状況の評価結果に基づいて、図で示すように6つの項

目によって示されるレーダーチャート（グラフ）と、星印（★）の数によって示される総合評

価結果により、標章（ラベル）に環境性能を表示する。 

分譲共同住宅環境性能表示標章
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エ 表示対象広告 

表示対象広告は、価格又は価格帯及び間取りが表示される次の広告で、その広告の見やす

い場所に1か所以上表示する。ただし、書面によるもの（下記の(ｴ)、(ｵ)は除く）であって、

当該広告の面積がA4相当以下のものは、表示を省略できる。 

(ｱ) 新聞紙に掲載される広告 

(ｲ) 雑誌に掲載される広告 

(ｳ) 新聞への折り込みその他の方法により配布されるチラシ、掲出されるビラ、パンフレッ

ト、小冊子等 

(ｴ) 電子的方式、磁気的方法その他の人の知覚によって認識することができない方法による

記録その他これらに類似するもの（CD、DVD、ビデオテープなど） 

(ｵ) インターネットの利用による広告 

オ 販売受託者の責務 

特定分譲共同住宅建築主が、分譲共同住宅の広告、販売又は媒介を委託する場合、「広告、

販売又は媒介の委託先（以下、「販売受託者」という。）」に分譲共同住宅環境性能表示を行

わせること。また、販売受託者は、分譲共同住宅環境性能表示の表示等に協力しなければな

らない。 

特定外分譲共同住宅建築主が、分譲共同住宅の広告、販売又は媒介を委託する場合に分譲

共同住宅環境性能表示を広告に表示するときも同様に、販売受託者は、分譲共同住宅環境性

能表示の表示等に協力しなければならない。 

カ 分譲共同住宅環境性能表示の届出 

(ｱ) 表示の届出 

      特定（特定外）分譲共同住宅建築主は、分譲共同住宅環境性能表示を広告に表示させた

ときは、その日から起算して15日以内に、分譲共同住宅環境性能表示（変更）届出書に広

告又はその写しを添付して届け出なければならない。同じ分譲共同住宅の広告を複数回に

わたって行う場合は、分譲共同住宅環境性能表示は複数回全ての広告に表示しなければな

らないが、最初に表示を行った広告時にのみ届出を行う。 

同一敷地内に分譲共同住宅が複数棟ある場合で、広告時期が異なる場合は、それぞれの

分譲共同住宅ごとに、最初に表示を行った広告時に届け出なければならない。 

(ｲ) 届出書に添付する広告又はその写し 

      届出書に添付する広告又はその写しは、磁気的方法又は光学的方法その他人の知覚によ

って認識することができない方法により記録したもの（CD、DVD、ビデオテープなど）やイ

ンターネットの利用によるものの場合は、広告内容及び分譲共同住宅環境性能表示が確認

できる箇所を印刷したものを広告の写しとして添付する。 
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５ 戸建住宅を対象とした環境配慮制度

(1) 戸建住宅を対象とした環境配慮制度創設の背景 

前述の川崎市建築物環境配慮制度により、中規模以上の建築物に環境配慮の取組を促してきた

が、この制度では戸建住宅を対象としていない。市内建築着工件数の7割超を戸建住宅が占めてお

り、既存の制度とあわせて戸建住宅の環境性能を高めることで、良質な建築ストック形成を推進

するため、本制度を創設したものである。 

(2) 戸建住宅を対象とした環境配慮制度の目的 

戸建住宅を対象とした環境配慮制度は、前述の川崎市建築物環境配慮制度と同様、川崎市の基

本構想に掲げる「環境に配慮し循環型のしくみをつくる」という政策に沿って、サステナブル建

築を普及促進するため、戸建住宅の建築に際し、建築主に対して環境への配慮に関する自主的な

取組を促し、地球温暖化その他環境への負荷の低減を図ることを目的としている。 

(3) 根拠要綱等 

・ 川崎市戸建住宅における環境計画書の届出に関する要綱 （平成27年3月17日26川ま建管第 

3352号） 

・ 川崎市分譲戸建住宅環境性能表示基準（平成27年3月17日26川ま建管第3352号） 

(4) 届出対象建築物 

戸建住宅を届出対象とする。戸建住宅環境計画書により、環境配慮の取組を自主的に提出する

ことができる。 

(5) 環境配慮の範囲 

前述の川崎市建築物環境配慮制度と同様、戸建住宅による環境への負荷を低減するという目的

から、戸建住宅が、敷地外に対して及ぼす大気汚染や騒音発生、エネルギー・資源消費など、環

境負荷を低減する必要のある項目を環境配慮の対象とする。 

また、戸建住宅を使用する者にとって重要な室内環境、戸建住宅の長寿命化のために必要な維

持管理のしやすさや耐久性など、戸建住宅の品質、性能（環境品質）についての項目もあわせて

環境配慮の対象とする。 

(6) 環境配慮の取組の評価基準CASBEE戸建 

戸建住宅の環境配慮についての評価手法は、前述の川崎市建築物環境配慮制度と同様、「建築

環境総合性能評価システム（CASBEE）」を採用する。 

前述の「CASBEE 川崎」は「CASBEE-建築（新築）」を基本として、川崎市の地域特性や関連す

る諸制度における取組を踏まえて一部編集し直したシステムであるが、本制度では戸建住宅版の

「CASBEE-戸建（新築）」をそのまま利用するものである。 
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(7) 届出の手続 

   戸建住宅の新築、増築又は改築をしようとする建築主（以下「戸建建築主」という。）は、「戸

建住宅環境計画書」を作成し、工事に着手しようとする日までに市長に提出することができる。 

   戸建住宅環境計画書に記載されている事項を変更する場合は、「戸建住宅環境計画書変更届出

書」を届け出るものとする。 

   戸建住宅の新築等を取りやめた場合については「戸建住宅取りやめ届出書」により、速やかに

その旨を届け出るものとする。 

   戸建住宅の新築等に係る工事が完了した場合については、「戸建住宅工事完了届出書」により、

速やかにその旨を届け出るものとする。 

   届け出た戸建住宅環境計画書等の概要は、担当窓口（まちづくり局建築指導課）及び川崎市の

ホームページで公表する。 

公表する内容は次のとおりである。 

ア 戸建建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名（任意） 

イ 戸建住宅の名称及び所在地 

ウ 設計者の氏名、建築士事務所名 

エ 戸建住宅の概要 

オ 戸建住宅に係る環境負荷低減措置等に関する事項等 

CASBEE戸建の 

①  スコアシート 

②  評価結果シート 

ホームページ：http://www.city.kawasaki.jp/jigyou/category/76-6-2-9-0-0-0-0-0-0.html 
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戸建住宅環境計画書の届出手続の流れ

戸建建築主等 

（戸建住宅環境計画書の届出をする方） 

指導・助言 

戸建住宅環境計画書 

（計画）概要の公表 

工事の着手日まで 

提出 工事完了の届出 

戸建住宅の計画 

指導・助言 

戸建住宅環境計画書 

（変更）概要の公表 

建築物環境配慮指針 

提出 

川 崎 市 

戸建住宅環境計画書 

の作成、提出 

戸建住宅環境計画書 

（完了）概要の公表 

変更したときは 

速やかに 

工事が完了したときは 

速やかに

提出 

戸建住宅環境計画書 

変更の届出 
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 (8) 分譲戸建住宅環境性能表示 

   分譲戸建住宅環境性能表示は、戸建住宅のうち分譲戸建住宅の環境性能に関する情報を、分譲

戸建住宅を購入しようとする方に提供するものである。 

ア 分譲戸建住宅環境性能表示の目的 

(ｱ) 分譲戸建住宅の購入者に環境に配慮した建築物に関する選択肢を提供すること 

(ｲ) 分譲戸建住宅建築主の自主的な環境配慮の取組や販売受託者の協力を促すこと 

(ｳ) 環境に配慮した分譲戸建住宅が高く評価される市場の形成を図ること 

イ 対象となる分譲戸建住宅 

戸建住宅のうち、分譲するもの 

→ 販売を目的とした広告をしようとするときは、広告中に分譲戸建住宅環境性能表示を自

主的に表示することができる。（広告への表示義務はないが、表示することを推奨する。ま

た、表示をした場合には届出義務がある。）また、広告への分譲戸建住宅環境性能表示の有

無にかかわらず、分譲戸建住宅を購入しようとする者に対し、その分譲戸建住宅の環境性

能を説明するよう努めなければならない。 

ウ 分譲戸建住宅環境性能表示 

分譲戸建住宅について、分譲戸建住宅環境性能表示を広告へ表示するには、事前に戸建住宅

環境計画書を提出していることが必要となる。 

表示内容は、戸建住宅環境計画書の取組状況の評価結果に基づいて、図で示すように6つの

項目によって示されるレーダーチャート（グラフ）と、星印（★）の数によって示される総合

評価結果により、標章（ラベル）に環境性能を表示する。 

エ 表示対象広告 

広告表示は任意であるため、表示対象広告については定めていない。広告表示を行う場合は

分譲戸建住宅環境性能表示基準に従って表示する。 

オ 販売受託者の責務 

分譲戸建住宅建築主が、分譲戸建住宅の広告、販売又は媒介を委託する場合に分譲戸建住宅

環境性能表示を広告に表示するときは、販売受託者は、分譲戸建住宅環境性能表示の表示等に

協力しなければならない。 

川崎市分譲戸建住宅環境性能表示

総 合 評 価

エネルギーと水を

大切に使う

室内環境を快適・

健康・安心にする

まちなみ・生態系を

豊かにする

長く使い続ける

資源を大切に使い

ゴミを減らす

CASBEE戸建

5
4
3

1
2

地球・地域・

周辺環境に配慮する

年度受付2015

No. 15000

分譲戸建住宅環境性能表示標章

CASBEE総合評価のＳ、Ａ、

Ｂ＋、Ｂ－、Ｃのランクを★

の数で表す。 

CASBEE 評価結果シートの

レーダーチャートを反

映。 
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カ 分譲戸建住宅環境性能表示の届出 

(ｱ) 表示の届出 

分譲戸建住宅建築主は、分譲戸建住宅環境性能表示を広告に表示させたときは、その日か

ら起算して15日以内に、分譲戸建住宅環境性能表示（変更）届出書に広告又はその写しを添

付して届け出なければならない。同じ分譲戸建住宅の広告を複数回にわたって行う場合は、

分譲戸建住宅環境性能表示は複数回全ての広告に表示しなければならないが、最初に表示を

行った広告時にのみ届出を行う。 

(ｲ) 届出書に添付する広告又はその写し 

届出書に添付する広告又はその写しは、磁気的方法又は光学的方法その他人の知覚によっ

て認識することができない方法により記録したもの（CD、DVD、ビデオテープなど）やインタ

ーネットの利用によるものの場合は、広告内容及び分譲戸建住宅環境性能表示が確認できる

箇所を印刷したものを広告の写しとして添付する。 

６ その他の地球環境問題への取組 

(1) メタンガスの環境濃度測定 

温室効果ガスであるメタンについて、市内7か所の一般環境大気測定局（大師・田島・川崎・幸・

中原・高津・多摩）で大気中濃度の常時測定を実施している。 

平成27年度の7局の年平均値は1.96 ppmCであり、経年的に横ばいで推移している。 

メタンの年平均値の経年推移  

(2) オゾン層保護対策 

ア 特定フロンの環境濃度測定 

市内4地点で、特定フロンであるCFC-11、CFC-12、CFC-113の環境濃度を、毎月、24時間連続

採取装置により大気試料を採取し測定している。詳細については、第2章第2節「10 フロン」

参照。 

イ フロン回収・処理 

平成13年4月の特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）の施行に伴い、廃冷蔵庫及

び廃ルームエアコンについて は、法施行以後は粗大ごみとして収集していないため、市とし

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

S52 55 58 61 H1 4 7 10 13 16 19 22 25

（ppmC）

27年度
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て家電類に含まれる冷媒用フロンの回収は実施していない。 

また、業務用冷凍空調機器、カーエアコン等については、平成14年4月から施行された特定

製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回収破壊法）により

回収・処理が行われている。 

(3) 酸性雨対策 

ア 酸性雨モニタリング調査（環境総合研究所、麻生一般環境大気測定局） 

2地点で、pH、導電率（EC）、硫酸イオン、硝酸イオン、降水量を降雨自動採取測定装置によ

り測定している。詳細については、第2章第2節「9 酸性雨」参照。 

イ 広域連携による酸性雨調査（環境総合研究所） 

広域大気汚染の影響を把握するため、全国環境研協議会酸性雨広域大気汚染調査研究部会に

参画し、イオン成分の分析等を実施している。 

(4) ヒートアイランド現象への対応 

ヒートアイランド現象は、エアコンの使用等による人工排熱の増加や、緑地が減り地面が熱を

ためやすいアスファルトで覆われることなどを原因として、都市部の気温が島状に上昇する現象

である。川崎市では、ヒートアイランド現象の実態調査を行うとともに、様々なイベントを通じ

て、公共施設での屋上緑化や打ち水による冷却効果のPRを行い、ヒートアイランドに対する意識

啓発を行っている。 
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